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（１）計画の背景・目的 

大阪狭山市では、平成 27 年（2015年）３月に「第１期大阪狭山市教育振興基本計画」（以下「第

１期計画」という）、令和２年（2020年）２月に「第２期大阪狭山市教育振興基本計画」（以下「第

２期計画」という）を策定し、ともに「学びあい、つながりあい、未来に輝く人づくり」を基本理

念に掲げ、教育の振興に取り組んできました。 

しかし、子どもたちを取り巻く環境の変化は、ますます大きく、急激なものとなっています。特

に「第２期計画」の期間内には、*新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、全国一斉臨時休業

や活動自粛による教育スケジュールの変更や遅れ、感染症対策に伴う学校現場の負担の増加など、

子どもたちや家庭、学校が大きな影響を受けました。一方、デジタル技術の活用の進展など、教育

現場の新たな可能性をもたらす取組みも進みました。 

また、デジタル技術革新が子どもたちの学びや暮らしに及ぼす影響が大きくなっています。スマ

ートフォンなどの情報通信機器の急速な普及は、学習環境や生活の利便性を高める一方、コミュニ

ケーション手段の変化、インターネットや*ＳＮＳへの依存、これらを媒介とした犯罪・トラブルの

発生などの課題をより複雑化・多様化させています。 

こうした中、教育行政（国）においては、令和５年（2023年）～令和９年（2027年）度を計画期

間とした第４期教育振興基本計画が策定され、「持続可能な社会の創り手の育成」と「日本社会に根

差した*ウェルビーイングの向上」がコンセプトに掲げられています。特に、経済的な豊かさだけで

なく、精神的な豊かさや健康までを含めた幸福や生きがいを捉える考え方である「ウェルビーイン

グ（Well-being）」が新しいポイントとなっています。 

わが国では、今後も少子高齢化が進み、人口減少社会の到来は予想以上のペースとなっている中、

本市においても、今後ゆるやかに人口が減少することが予想されています。一方で、子どもが育つ

環境、子どもを育てる環境として、比較的高い評価を得ています。こうした評価は、歴史文化や自

然などの地域資源の存在とともに、学校・家庭・地域・行政が協働し、まちぐるみで人と人とのつ

ながりやまちへの愛着を育んできた成果のひとつといえます。 

子どもたちを取り巻く社会の潮流はこれからも変化し続け、価値観やライフスタイルも多様化し

ていくことが予想されます。こうした中、まちの良さやこれまでの取組み成果を生かし、まちの持

続と発展を支える次代の人材を育てるため、本市の教育のあり方が改めて問われています。 

この計画は、「第１期計画」「第２期計画」で掲げた「学びあい、つながりあい、未来に輝く人づ

くり」を基本理念として継承しながら、教育を取り巻く課題に適切かつ柔軟に対応し、心身ともに

たくましく、次代に活躍できる子どもたち、そして次代のまちづくり人材を育んでいくため、市民

共通の目標として策定するものです。なお、国際社会全体での「誰一人として取り残さない」社会

の実現をめざす*ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の理念は、持続可能なまちづくりをめざす本市の

考え方に重なるとともに、教育振興への取組みがＳＤＧｓの目標達成にも貢献すると考えられるこ

とから、その考え方を尊重し、連携に努めることとします。 

  

１ 計画策定の趣旨 
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【ＳＤＧｓ17の目標ロゴ】 

 

 

（２）国・府の動向 

① 第４期教育振興基本計画（令和５年（2023年）度～令和９年（2027年）度） 

第４期教育振興基本計画として令和５年（2023年）６月に閣議決定された計画は、第３期教育

振興基本計画において掲げた「自立」、「協働」、「創造」の３つの方向性を実現するための*生涯学

習社会の構築をめざすという理念を引き継ぎつつ、「2040 年以降の社会の変化を見据えた」教育

政策のあり方を示しています。コンセプトとして「持続可能な社会の創り手の育成」と「日本社

会に根差したウェルビーイングの向上」の２つを掲げ、令和５年（2023年）度から令和９年（2027

年）度までの５年間における基本方針及び教育政策の目標は次のように提示されています。 

なお、同計画は、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な法律

である「こども基本法」と連携しながら取り組むものとされています。 

【基本方針】 

１ グローバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続ける人材の育成 

２ 誰一人取り残されず、全ての人の可能性を引き出す共生社会の実現に向けた教育の推進 

３ 地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現に向けた教育の推進 

４ 教育*デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 

５ 計画の実効性確保のための基盤整備・対話 

【今後５年間（令和５年（2023年）～令和９年（2027年）度）の教育政策の目標】 

・確かな学力の育成、幅広い知識と教養・専門的能力・職業実践力の育成 

・豊かな心の育成 

・健やかな体の育成、スポーツを通じた豊かな心身の育成 

・*グローバル社会における人材育成 

・*イノベーションを担う人材育成 

・主体的に社会の形成に参画する態度の育成・*規範意識の醸成 

・多様な教育ニーズへの対応と社会的包摂 

・生涯学び、活躍できる環境整備 
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・学校・家庭・地域の連携・協働の推進による地域の教育力の向上 

・地域コミュニティの基盤を支える社会教育の推進 

・教育デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進・デジタル人材の育成 

・指導体制・ＩＣＴ環境の整備、教育研究基盤の強化 

・経済的状況、地理的条件によらない質の高い学びの確保 

・ＮＰＯ法人・企業・地域団体等との連携・協働 

・安全・安心で質の高い教育研究環境の整備、児童生徒等の安全確保 

・各*ステークホルダーとの対話を通じた計画策定・フォローアップ 

 

② 大阪府教育振興基本計画（令和５年（2023年）度～14年（2032年）度） 

平成 24 年（2012 年）３月に制定された「大阪府教育行政基本条例」に基づき策定された第１

次計画が令和４年（2022年）度に終了し、新たに大阪の子どもたちの未来を拓く教育を実現する

ための羅針盤として、令和５年（2023年）度～令和 14年（2032年）度を計画期間とする「第２

次大阪府教育振興基本計画」がとりまとめられています。そのめざす人物像及び基本方針は次の

ように示されています。 

【大阪の教育がはぐくむ人物像】 

◆人生を自ら切り拓いていく人 

◆認め合い、尊重し協働していく人 

◆世界や地域とつながり社会に貢献していく人 

【基本方針】 

１ 確かな学力の定着と学びの深化 

２ 豊かな心と健やかな体の育成 

３ 将来をみすえた自主性・自立性の育成 

４ 多様な主体との協働 

５ 力と熱意を備えた教員と学校組織づくり 

６ 学びを支える環境整備 

７ 私立学校の振興 

 

（３）本市の動向 

本市では、「第２期大阪狭山市教育振興基本計画」を策定し、令和３年（2021 年）３月に策定し

た「第五次大阪狭山市総合計画」と調整を図りながら、教育施策を推進してきました。 

また、*就学前教育や子育てについては、「第２期大阪狭山市子ども・子育て支援事業計画（さや

まっ子のびのびプラン）」や「大阪狭山市保育教育指針」に基づき施策を展開するとともに、「*大阪

狭山市歴史文化基本構想」を踏まえながら、歴史文化を生かしたまちづくりの推進や郷土に対する

愛着と誇りを育む取組みを進めてきました。 

なお、「第五次大阪狭山市総合計画」は、本計画の策定と並行して中間見直しが進められているこ

とから、教育分野の取り組みの方向性や基本的な考え方については、本計画で定める方針と整合を

図っていきます。 
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本計画は、教育基本法第 17 条第２項に基づいて策定する、本市における教育振興のための施策

に関する基本的な計画です。 

国や府の関連計画を踏まえるとともに、市の最上位計画である「大阪狭山市総合計画」をはじめ、

関連計画との整合を図ります。また、本計画の一部を、スポーツ基本法第１０条第１項に基づく「大

阪狭山市スポーツ推進計画」、子どもの読書活動の推進に関する法律第９条第２項に基づく「大阪

狭山市子ども読書活動推進計画」として位置づけます。 

なお、計画を推進する中で見直しが必要な事象が生じた場合には、適宜、見直すものとします。 

 

 

 
 

本計画は、令和７年（2025 年）度から令和 11年（2029年）度までの５年間を計画期間とします。

なお、社会状況の変化などによって見直しが必要な場合には、計画内容を見直すなど柔軟に対応す

るものとします。 

 

年度 
R3 

2021 

R4 

2022 

R5 

2023 

R6 

2024 

R7 

2025 

R8 

2026 

R9 

2027 

R10 

2028 

R11 

2029 

R12 

2030 

R13 

2031 

R14 

2032 

国 

 

   

 

    

 

  

大阪府 

 

       

 

   

市 

 

           

  

 

    

 

  

 

 

 

  

２ 計画の位置づけ 

３ 計画の期間 

第 3 期 

H30～R4 

第 4 期教育振興基本計画 

R5～R9 

第 1 次 

H25～R4 

第 2 次大阪府教育振興基本計画 

R5～R14 

第 2 期教育振興基本計画 

R2～R6 

第 3期教育振興基本計画 

R7～R11 

第五次大阪狭山市総合計画 

R3～R12 

 

 

 



 

6 

 
 

（１）「大阪狭山市教育振興基本計画策定委員会」の設置 

本計画の策定にあたり、有識者、関係団体、公募市民、行政関係者など 16 名を大阪狭山市教育

振興基本計画策定委員会委員として委嘱及び任命し、「大阪狭山市教育振興基本計画策定委員会」

を設置し、計画の内容について審議しました。 

 

 

（２）アンケート調査の実施 

計画策定及び今後の教育施策のための基礎資料とすることを目的に、市民のみなさんを対象にし

たアンケート調査を実施しました。また、子どものたちの学校での状況と今後の学校教育のあり方

について把握することを目的に、教職員アンケート調査も合わせて実施しました。 

 

① 調査対象 

 市 民：市内在住の 16 歳以上の市民から無作為抽出 

 教職員：市内の保育所・幼稚園・認定こども園、小中学校の全教職員 

② 調査期間 

 市 民アンケート：令和６年３月 11日から３月 25日 

 教職員アンケート：令和６年３月８日から３月 25日 

③ 回収状況 

 配布数 有効回答数 有効回答率 

市民 2,000 通 745 通 37.6％ 

保育所・幼稚園・認定こども園教職員 268 通 144 通 53.7％ 

小中学校教職員 251 通 207 通 82.5％ 

 

 

（３）パブリックコメントの実施 

計画内容について、市民からの幅広い意見を考慮して最終的な意思決定を行うために、「第３期

大阪狭山市教育振興基本計画（素案）」に対する意見募集（パブリックコメント）を実施するととも

に、子どもたちへの意見募集（子どもアンケート調査）を実施しました。 

実施期間 

 令和６年 12月 27日から令和７年１月 24日 

 

４ 計画の策定体制 
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（１）人口・世帯の動向 

本市の人口は、平成 12 年（2000 年）以降、増減はありながら長期的には微増傾向にありました

が、令和３年（2021年）の 58,474人をピークに近年微減となり、令和５年（2023年）に 58,014人

となっています。 

世帯数は一貫して増加を続ける一方、昭和 40 年（1965 年）に 4.3人だった１世帯あたりの人員

は令和５年（2023年）には 2.20人と減少しています。 

 

 

図 人口、世帯数、１世帯あたり人員の推移 

 
出典）大阪府統計年鑑（S40～S50）、国勢調査（S55～R2）、R3 以降は住民基本台帳（9 月末現在）による参考値 

 

 

（２）年齢４区分別人口構成比の推移 

年齢４区分別人口構成比をみると、長期的には０～14 歳、15～64 歳の割合が減少、65～74 歳、

75 歳以上の割合が増加傾向となっています。特に近年は 75歳以上人口の割合が増加しています。 

 

 

図 年齢４区分別人口構成比の推移 

 
出典）国勢調査（H2～R2）、R3以降は住民基本台帳（各年９月末現在）の参考値  
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（３）人口動態 

① 自然動態 

本市の人口動態のうち、出生及び死亡による人口の増減である「自然動態」をみると、平成 21

年（2009年）までは出生数が死亡数を上回る「自然増」の状態にありましたが、その後は「自然

減」に転じ、近年は死亡の増加が顕著で、令和４年（2022年）では 221人の自然減となっていま

す。 

 

図 自然動態の推移 

 
出典）総務省「市町村のすがた」、人口動態調査（大阪狭山市統計書） 

 

② 社会動態 

本市の転入及び転出による人口の増減である「社会動態」をみると、転出入ともに増減を繰り

返してきました。近年では平成 27年（2015年）～令和元年（2019年）まで転入超過が続きまし

たが、近年はほぼ転出入が均衡する状態となっています。 

 

図 社会動態の推移 

 
出典）住民基本台帳に基づく人口動態統計 
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（１）市立幼稚園とこども園の園児数の推移 

近年、少子化や核家族化の進行、共働き世帯の増加等に伴い、保育ニーズが増加しております。

併せて幼児教育・保育の無償化の実施など、子育てを取り巻く環境が大きく変化する中で、市立幼

稚園とこども園の園児数は減少傾向が続いており、令和６年度（2024 年度）には教育利用 168 人、

保育利用 126人となっています。 

保育利用は長期的にほぼ横ばいですが、教育利用が減少しており、平成 24 年（2012 年）では教

育利用の比率が 75.3％でしたが、令和６年度（2024年度）では 57.1％となっています。 

 

 

図 市立幼稚園・こども園園児数の推移 

 
出典）学校基本調査（各年５月１日時点人数） 

 

 

（２）市立小中学校の児童生徒数の推移 

令和６年度（2024 年度）の小学校児童数は 3,274 人で、平成 24 年（2012 年）度に比べ 71 人の

減少、中学校生徒数は 1,496 人で同じく 152人、減少しています。しかし、児童生徒数は年度によ

って増減を繰り返しており、長期的にみるとほぼ横ばいの状況が続いています。 

 

図 市立小中学校児童生徒数の推移 

 
出典）学校基本調査（各年５月１日時点人数）  
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（３）市立中学校卒業生の進路状況 

市立中学校卒業生の進路は、進学の割合が多く、令和５年度（2023 年度）では 99.4％となって

います。そのほとんどが全日制の高等学校です。 

 

表 市立中学校卒業生の進路状況 

区分 

平成 31 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

人数 

（人数） 

割合 

（％） 

人数 

（人数） 

割合 

（％） 

人数 

（人数） 

割合 

（％） 

人数 

（人数） 

割合 

（％） 

人数 

（人数） 

割合 

（％） 

卒業者総数 509 100.0％ 515 100.0％ 538 100.0％ 517 100.0％ 507 100.0％ 

高
等
学
校
等
進
学
者
数 

全日制高校 472 92.7％ 483 93.8％ 502 93.3％ 473 91.5％ 470 92.7％ 

定時制高校 3 0.6％ 2 0.4％ 5 0.9％ 2 0.4％ 2 0.4％ 

通信制高校 21 4.1％ 18 3.5％ 23 4.3％ 30 5.8％ 29 5.7％ 

高等専門学校 2 0.4％ 0 0.0％ 1 0.2％ 2 0.4％ 0 0.0％ 

特別支援学校 2 0.4％ 5 1.0％ 3 0.6％ 3 0.6％ 3 0.6％ 

計 500 98.2％ 508 98.6％ 534 99.3％ 510 98.6％ 504 99.4％ 

専修学校（高等課程）・通信 2 0.4％ 4 0.8％ 0 0.0％ 3 0.6％ 0 0.0％ 

専修学校（一般課程） 3 0.6％ 1 0.2％ 1 0.2％ 0 0.0％ 0 0.0％ 

就職者 0 0.0％ 1 0.2％ 1 0.2％ 1 0.2％ 1 0.2％ 

その他 4 0.8％ 1 0.2％ 2 0.4％ 3 0.6％ 2 0.4％ 

出典）学校基本調査（各年５月１日） 
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（４）教育相談の状況 

大阪狭山市教育支援センター「*フリースクールみ・ら・い」では、不登校、進路・奨学金に関す

る相談件数が多くなっています。 

また、教育指導グループでは、学校、就学相談、いじめ、不登校等に関する相談件数が多くなっ

ています。 

 

表 大阪狭山市教育支援センター「フリースクールみ・ら・い」 

（*特別教育相談、教育相談、進路相談）相談 

年度 

内容 
H26 

2014 

H27 

2015 

H28 

2016 

H29 

2017 

H30 

2018 

Ｒ元 

2019 

Ｒ2 

2020 

Ｒ3 

2021 

Ｒ4 

2022 

Ｒ5 

2023 

子育て 14 20 6 15 8 5 3 1 7 4 

家庭行動 1 4 12 0 0 0 1 0 0 0 

問題行動 10 16 4 0 4 1 0 0 0 0 

いじめ 0 1 3 1 1 0 0 0 2 1 

不登校 24 16 21 33 41 37 35 51 47 62 

学校 3 1 1 2 6 4 1 4 0 1 

進路・奨学金 44 22 32 15 21 16 21 17 24 32 

その他 8 3 4 16 7 2 3 6 0 6 

合計 104 83 83 82 88 65 64 79 80 106 

 

表 教育指導グループ（教育相談）相談内容 

年度 

内容 
H26 

2014 

H27 

2015 

H28 

2016 

H29 

2017 

H30 

2018 

Ｒ元 

2019 

Ｒ2 

2020 

Ｒ3 

2021 

Ｒ4 

2022 

Ｒ5 

2023 

子育て 4 1 2 0 0 2 6 0 0 8 

家庭行動 1 1 2 2 0 1 20 2 0 5 

問題行動 2 0 0 5 1 4 15 8 5 9 

いじめ 7 2 3 1 2 4 4 8 3 25 

不登校 3 2 5 2 3 5 13 18 4 22 

学校 7 26 8 14 14 12 15 59 34 43 

進路・奨学金 0 0 1 1 1 1 3 3 2 2 

就学相談 12 10 8 19 8 7 11 22 20 41 

発達障がい 0 1 0 2 1 2 7 3 6 12 

その他 14 15 12 0 0 7 26 8 4 17 

合計 50 58 41 46 30 45 120 131 78 184 

出典）大阪狭山市教育委員会 
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（５）児童生徒の学力の状況 

「*全国学力・学習状況調査」における学力調査の結果では、本市の小学校、中学校の平均正答率

は年度による上下はあるものの、概ね全国平均に近い結果で推移しています。 

また、領域別にみると、小学校では、国語の「書くこと」に課題が見られます。具体的には、書

こうとする内容が明確でない、または相手や目的を意識して感じたことや考えたことを書けていな

いケースが多いことが確認されています。中学校では、国語の「読むこと」に課題が見られます。

特に文章を読んで理解した内容をもとに考えや意見を論理的に記述する力が不足していることが

指摘されています。 

このような調査結果の分析から、本市の子どもたちの学力をさらに高めるためには、文章や資料

を音読することで、その内容や構成を正確に把握し、自分の考えとつなげ、根拠を明確にした意見

を述べることが必要です。さらに、地域社会と連携し、児童生徒が身近な課題に取り組む機会を設

け、学んだことをアウトプットすることが大切です。 

 

図 全国学力・学習状況調査結果 

 
出典）「全国学力・学習状況調査における結果と分析の概要について」大阪狭山市教育委員会 

※グラフの値は全国平均を「１」としたときの、市の平均正答率比を示しています。 
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（６）児童生徒の生活・学習の状況 

「*全国学力・学習状況にかかる児童生徒質問紙調査」の結果を見ると、小学校では、「①自分に

はよいところがあると思う（自己肯定感）」「②先生はあなたのよいところを認めてくれている」の

割合が全国より高くなっていますが、「⑥家で自分で計画を立てて勉強している」「⑦学校の授業以

外の勉強時間（30分以上）」の割合は全国に比べ低くなっています。 

中学校では、すべての項目で全国の割合に達しておらず、特に「⑥家で自分で計画を立てて勉強

している」の割合が低くなっています。 

総じて、小学校では全国平均とほぼ同様の傾向を示している一方、中学校ではその意識や行動が

低下する傾向にあり、進学によって変化する要因、例えば部活動や高校進学等への対応などを踏ま

えつつ、継続的な働きかけを検討・研究していく必要があります。 

また、小中学校共通して低位となっている「⑥家で自分で計画を立てて勉強している」について

は、家庭・地域との連携による学外で学習成果を生かせる体験機会づくりや児童生徒用端末を効果

的に活用した計画的な学習の仕組み提案など、活用可能な手段を動員して、子どもたちが学習に対

して主体的に意欲を持てる環境づくりについて工夫していくことが重要です。 
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図 全国学力・学習状況にかかる児童生徒質問紙調査結果（令和５年度（2023年度）） 

 

 
資料）全国学力・学習状況調査結果 
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（１）市民アンケート 

教育について 

 
 

生涯学習について 

  

３ 市民・教職員アンケートのポイント 

【子どもたちに将来、どんな人になってもらいたいか】 

○「思いやりがある人」「規則を守り、他人に迷惑をかけない人」で割合が高く、前回とも大

きな変化はありません。 

【子どもたちの教育で不安のあること】 

○「子どもたちの問題行動・いじめ・不登校」「子どもたちの道徳心や規範意識」など、子ど

もの心に関することに不安を感じる回答が多くなっています。 

【コロナ禍で心配だったこと、今後心配なこと】 

○「スマホやパソコン、ゲーム機等の使用時間」「友だちとのコミュニケーションの減少」

など、休校や外出自粛に伴うライフスタイルの変化に心配を感じる回答が多くなってい

ます。 

【家庭の教育力を高めるために必要なこと】 

○コロナ禍で失われた「保護者と一緒に様々な体験ができる機会を増やす」が必要との回答

が最も多く、「経済状況に左右されない家庭環境をつくる」「保護者が教育方法や心がまえ

を学ぶ」「保護者以外の大人とのふれあう機会を増やす」が続いています。 

【地域の子どもとの接し方】 

○６割を超える回答者が「あいさつ」などで交流を持っていますが、前回に比べて「地域の

子どもとのかかわりはない」の回答が増えています。 

【生涯学習の実施状況】 

○「健康・スポーツ」「趣味」を中心に、この１年で３割強の回答者が生涯学習の活動を実施

しています。10歳代、20歳代で半数、その他の年代では３割前後の実施となっています。 

○実施していないのは「仕事が忙しくて時間がとれない」、次いで「きっかけがつかめない」

という理由が多くなっています。 

【スポーツの実施状況】 

○７割弱の回答者が１週間に１日以上スポーツを実施、年代が高いほど実施している割合が

高くなる傾向があります。 

【大阪狭山市への愛着】 

○10歳代から 70歳以上まで、すべての年代で大阪狭山市に愛着を「感じる」「どちらかとい

えば感じる」割合が８割を超えています。 

【大阪狭山市で大事にしたいこと・もの】 

○まちの誇りとして大事にしていきたいこととしては、特に「安全・安心な暮らしやすい生

活環境」「日本最古である狭山池」をあげる回答者が多くなっています。また 20歳代、30

歳代の子育て世代において、「子育てにやさしいまちづくり」をあげる回答者が多くなって

います。 
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（２）小中学校教職員アンケート 

 

 

（３）保育園・幼稚園・認定こども園教職員アンケート 

 

  

【教育現場で感じる課題】 

○市民アンケートと同じく、「子どもたちの問題行動・いじめ・不登校」「子どもたちの道徳性

や規範意識などの低下」など、子どもの心に関する部分で課題を感じる回答が多くなって

います。また、施設の老朽化や新たな教育ツールへの対応などから、「学校施設や設備」を

課題に掲げる回答も多くなっています。 

【子どもたちに教える重要なこと】 

○「思いやりの心や善悪の判断など、道徳性」「人間関係を築く力」を重要とする回答が多く、

それぞれ回答者の半数を超えています。さらに「自ら学び、考え、主体的に行動する力」が

続きます。 

【職場環境（忙しさ）について】 

○ほとんどの回答者が忙しさを「感じている」「どちらかというと感じている」と答え、この

傾向は前回とほとんど変わっていません。ＤＸ化等によって報告書作成や研修などの負担

感が減る一方、生徒指導や保護者対応の負担感が増えており、教職の魅力向上、子どもた

ちの教育充実のため、教職員の業務負担と長時間勤務の削減は待ったなしの状況です。 

【コロナ禍で困ったこと、今後強化すべき備え】 

○「オンライン化など授業・準備のＤＸ化」の回答が半数を超え、「感染対策に配慮した行事・

イベントへの対応」がおよそ４割で続き、次なる危機への備えが必要です。 

【教育ＤＸで必要なこと】 

○「ＤＸに詳しい人材の育成・確保」や「一部教職員への負担集中の回避」など人材及び体制

面での取組みを求める回答が多くなっています。 

【就学前教育・保育現場で感じる課題】 

○前回調査から引き続き、「子どもたちの基本的な生活習慣の乱れ」を課題と感じる回答が最

も多く、続く「家庭の教育力の低下」「子どもたちの道徳性や規範意識などの低下」と合わ

せ、園外における教育・保育への心配を指摘する回答が多くなっています。 

【多忙解消に必要なこと】 

○「調査や事務関係の提出書類の削減」「教職員の連携による仕事の分担など個々の仕事量を

減らす」など、各園でも一定の取組みによって対応できることへの指摘が多くなってい

ます。 

【コロナ禍で困ったこと、今後強化すべき備え】 

○小中学校教職員に比べ、教育・保育の対象となる子どもたちが低年齢で、本来、接触を多く

伴うことから、「感染対策に配慮した行事・イベントへの対応」「消毒や清掃など園内での

感染防止対策」「子どもたちの健康管理・配慮」等の回答が多くなっています。 

【働き続けるために重視すること】 

○「給与・手当て」「休暇取得の容易さ」など待遇とともに、「職場の人間関係」「職場の教職

員の充足」など働く環境に対する回答も多くなっています。 
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新たな教育新興基本計画を策定するにあたり、前計画である「第２期大阪狭山市教育振興基本計

画」における取組の成果と課題、また、新たに生じた課題を基本方針ごとに整理します。 

 

（１）「基本方針１ これからの社会を生き抜く力を養います」について 

① 重点目標（概要） 

（ⅰ）遊びを通して豊かに学ぶ就学前教育・保育の充実 

 基本的な生活習慣の定着に向けた指導の充実と、教育・保育を推進します。 

 家庭・地域、関係機関の連携を進め、子どもの健やかな成長を支援します。 

（ⅱ）社会の変化に即した新たな学びの展開 

 子どもたちの基礎的・基本的な知識・技能の習熟と、課題解決に必要な思考力・判断力・

表現力の育成に努めます。 

 社会の課題に対応し、生き抜く力を子どもたちが身に付けられる学校教育を推進します。 

（ⅲ）豊かな心と健やかな体を育てる教育の推進 

 子どもたちがよりよく生きるための基盤となる道徳性を養います。 

 いじめや不登校対策については、チーム学校で対応できる生徒指導体制を充実します。 

 子どもたちの健やかな体づくりと健康で安全な生活を送ることができるよう、*食育の推

進や安全安心な学校給食の提供に努めます。 

（ⅳ）教職員の資質向上 

 教職員の資質と実践的指導力の向上に取り組みます。 

 教職員の心身の健康保持の実現と、誇りとやりがいをもって職務に従事できる環境を整

備します。 

 

② 成果 

（ⅰ）遊びを通して豊かに学ぶ就学前教育・保育の充実 

 子どもには「遊び」、親には「学習」を提供するプレイセンター事業や*認定子育てサポー

ター主催のあそびのひろばやあおぞらひろばなど、遊びを通して保護者同士の交流や子

育てに関する情報提供を行いました。 

 保育定員の拡大を進めるとともに、通常保育終了後や夏休みの預かり保育、３歳児保育の

実施など、子育て支援の充実を進めました。 

 支援が必要な家庭に対し、妊娠期から子育て期まで切れ目のない一体的な支援を行う「大

阪狭山市こども家庭支援センター」を設置しました。 

（ⅱ）社会の変化に即した新たな学びの展開 

 市内全校への学習支援員の配置や大阪府「*学校図書館を充実・活用するモデル校」など

読書活動の充実など、学校教育における基礎的・基本的な知識・技能の習熟や課題解決力

の育成を進めました。 

 *ＧＩＧＡスクール構想や外国語指導助手（ＡＬＴ）の派遣を通じて、ＩＣＴ及び英語

教育の推進を図りました。  

４ 第２期計画の成果と新計画に引継ぐ課題 
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（ⅲ）豊かな心と健やかな体を育てる教育の推進 

 新型コロナウイルス感染症対策下の新しい生活様式に対応した、道徳・人権教育の推進

と、不登校・問題行動の未然防止及び指導体制の充実を進めました。 

 小学校への体育指導員の派遣、中学校への剣道指導支援員の派遣、安全・安心な学校給食

の提供など、子どもたちの体力向上及び食育の推進を図りました。 

（ⅳ）教職員の資質向上 

 毎年度、学識経験者による学校評価を実施するとともに、本市教職員に向けて授業等をす

べて公開し、意見交換等を通じて以後の教育に生かす「学校まるごとパック事業」の推進

など、教職員の資質と指導力の向上を進めました。 

 

③ 課題と今後の対応 

○将来予測が困難な時代にあっても、心身ともにたくましく、地域で、そして世界で活躍する

将来人材を育てる教育を進めていかなければなりません。 

○市民アンケートにおいて市民が期待する「思いやりある人」「規則を守る人」「ふるさとを愛

する人」「世界で活躍する将来人材（グローカル人材）」としての子どもたちの育ち、教職員

とも意識を共有する「いじめ・不登校」や「規範意識の低下」に対する心配などに応える取

組みも求められます。 

○「全国学力・学習状況調査」の状況から、本市の子どもたちの学力はおおむね良好な状態と

なっていますが、自主的な学習行動の不十分さなど、学校だけでは解決できない問題も明ら

かになっており、家庭・学校・地域など学校外での学習環境を整えていくことも必要です。 

○また、教育課題が複雑化・多様化する中、教職員自身が人間性や創造性を育むとともに、外

部の力を効果的に活用し、子どもたちへの教育の質を高めることが必要です。その実現のた

めには、恒常化する長時間労働を是正し、教育の現場を働きがいのあるものにしていく取組

みが不可欠です。 
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（２）「基本方針２ 一人ひとりを大切にする教育を推進します」について 

① 重点目標（概要） 

（ⅰ）子ども理解と支援教育の充実・推進 

 多様な指導方法を工夫し、一人ひとりの自立と社会参加に向けた指導・支援の充実を図り

ます。 

 教育的支援を必要とする子どものニーズに応じた支援ができるよう、教職員の専門性向

上を図ります。 

 福祉部局や関係機関等と連携し、校種間の連続性を大切にした支援体制や相談体制を充

実します。 

（ⅱ）個の成長を支える教育の充実 

 子どもの発達の段階に応じた組織的・系統的な*キャリア教育の充実に取り組みます。 

 少人数指導などを通して、きめ細かな指導を充実します。 

（ⅲ）安全安心な学校生活の確保 

 安全教育の継続と、子どもたちが主体的に考え、行動できる能力や態度を育成します。 

 教職員が安全についての知識や指導方法を修得する機会の確保と充実に努めます。 

 いじめ防止のため、「大阪狭山市*いじめ防止基本方針」に基づく対策を充実します。 

（ⅳ）多様性理解の促進 

 多様性を理解し認め合う教育を進め、一人ひとりが自己有用感や自己肯定感を持ち、活躍

できる環境づくりを推進します。 

 

② 成果 

（ⅰ）子ども理解と支援教育の充実・推進 

 児童や保護者を対象とした療育や相談、保護者同士が話し合いながら学ぶ「ペアレントト

レーニング」等の発達障がい児とその保護者への支援を実施しました。 

 全小学校での一年生対象の*ＭＩＭ－ＰＭ（学習の進展に連れてつまずきが顕在化する子

どもをつまずく前の段階で把握し指導につなげる指導方法）の実施、支援学級への支援員

配置など、支援教育を実施しました。 

（ⅱ）個の成長を支える教育の充実 

 講話や企業とのミーティングなど指導計画等に基づくキャリア教育を実施しました。 

 経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に就学援助費を支給しました。 

（ⅲ）安全安心な学校生活の確保 

 *日本赤十字社、堺市消防局、危機管理室等と協力し、救命講習等の*安全安心スクール事

業を実施しました。 

 弁護士によるいじめ防止授業の実施をはじめ、いじめ防止基本方針に基づくいじめ防止

の取組みを進めました。 

（ⅳ）多様性理解の促進 

 *サバイバル日本語や学習言語の習得を目標に通訳を活用し、教員の指導の補助にあた

りました。  
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③ 課題と今後の対応 

○基準の変更や理解の広がりもあり、障がいの早期認知やいじめ・不登校の顕在化が進んでい

ます。また、多様な文化や価値感を持った子どもが増加しています。学校において、また社

会生活において何らかの支援を必要とする子どもについて、その本質を理解し、適切な工夫・

手段を動員して対応していくことが必要です。 

○特にいじめの問題については、本市においても市民・教職員、いずれのアンケートにおいて

も重要性が指摘されており、未然防止から、早期発見、解決に至るまでしっかりとした対応

が不可欠です。同時に、認知件数などの数字が子どもたちや市民の不安を煽らないよう、正

確な情報共有などが求められています。 

○また、心の豊かさやコミュニケーション力、達成感、自己肯定感の育成において大切な「様々

な体験」について、家庭の経済力等による格差への心配が高まっています。市民アンケー

トの「大事にしたい大阪狭山市の特長や誇り」として「子育てしやすいまち」が上位にな

るなど、本市の「子育てしやすい環境のあるまち」としての評価を踏まえ、自然や歴史文

化、コミュニティをはじめとする地域資源を生かし、体験格差の縮小・解消に向けたまち

ぐるみの取組みが期待されます。 
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（３）「基本方針３ 持続可能な社会のための教育環境を充実します」について 

① 重点目標（概要） 

（ⅰ）時代の変化に対応した学習環境などの整備 

 各学校の施設・設備について、防災面にも配慮した老朽化（*長寿命化）対策を推進します。 

 整備の必要性や優先順位も考慮しつつ、引き続き施設や備品の充実に取り組みます。 

 学校規模の適正化については、学校区の実情を踏まえ、保護者や地域住民の理解を十分に

得られる取組みについて調査研究などを進めます。 

（ⅱ）学校経営改革の推進 

 保護者や地域住民への情報発信の充実、家庭教育に困難を抱える保護者への支援を促進

します。 

 校務の効率化と負担軽減を図り、教職員が教育活動に専念できる環境づくりを推進します。 

（ⅲ）家庭教育の支援 

 「おおさかさやま家庭教育指針」に基づく啓発に努めます。 

 家庭が果たす役割や子育てについて学ぶ講座の充実等、親が学べる場を充実します。 

 子どもの基本的な生活習慣の定着に向けた運動を推進します。 

 親の相談の場づくりや情報提供の充実と、子育て家庭が孤立しない地域での子育て支援

に取り組みます。 

（ⅳ）地域の教育力の育成と社会に開かれた教育課程の実現 

 *学校協議会を基礎にコミュニティ・スクールの導入を進めます。 

 学校に関する情報を積極的に発信します。 

 学校と地域を結ぶ人材（*地域学校協働活動推進員）を育成し、各小学校区への配置を進

めます。 

 子どもたちが放課後・休日等を安全に過ごせる居場所や体験学習ができる機会を拡充し

ます。 

 社会教育や生涯学習活動が地域活動や地域人材の育成につながる、循環型の生涯学習社

会の実現をめざします。 

 

② 成果 

（ⅰ）時代の変化に対応した学習環境などの整備 

 東小学校・北小学校の増築（令和５年）、学校給食センターの改修（令和３年）など、学

校施設等の計画的な整備・長寿命化を進めました。 

 「大阪狭山市立学校園の適正規模・適正配置に関する基本方針」（令和５年２月）及び「大

阪狭山市立学校園の適正規模・適正配置に関する実施方針」（令和６年９月）を策定しま

した。 

（ⅱ）学校経営改革の推進 

 府・市によるスクールカウンセラー、*スクールソーシャルワーカーの配置など専門家の

活用により、児童生徒や保護者の相談に応じました。 

 部活動指導員や*スクール・サポート・スタッフ、地域人材などネットワークを生かし

た人材の活用、*校務支援システムの導入等により、教職員の負担軽減を図りました。  
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（ⅲ）家庭教育の支援 

 各種講座の実施や相談体制の充実など、保護者が学び、交流する機会や情報提供の強化に

取り組みました。 

 養育費に係る公正証書の作成費用の補助や母子家庭等高等職業訓練促進給付金の給付な

ど、ひとり親家庭の困窮化防止に取り組みました。 

（ⅳ）地域の教育力の育成と社会に開かれた教育課程の実現 

 令和６（2024）年６月時点で市内のすべての小学校で学校運営協議会を設置しました。そ

の結果、学校と地域がより密接に連携するようになり、地域の理解と協力が得られるよう

になりました。また、地域の専門家を招いた授業や、児童が調べたことを地域の方々にア

ウトプットすることにより、授業内容が充実しました。また、令和６（2024）年度より市

内の小中学校が「教育課程特例校」として、大阪狭山市独自の教育カリキュラムである地

域学習「地域未来の学習」を推進しており、児童生徒が地域の方々と触れ合うだけでなく、

地域が抱える課題について一緒に考える機会を提供しています。 

 児童生徒が直接市政に参画できる「こども未来フォーラム」を開催しました。 

 学校を会場に学習支援や遊び、体験、交流等を実施する「さやま元気っこ推進事業」によ

り、放課後の子どもの居場所づくりを進めました。 

 地域や関係団体と協働し、*青色防犯パトロールや地域の見守り活動など、青少年の健全

育成に継続して取り組みました。 

 

③ 課題と今後の対応 

○学校施設は、子どもたちが多くの時間を過ごす場であることから、安全かつ新たな学びを体

験できる環境を持つことが重要です。また、近年、激甚化・頻発する自然災害に際しては、

避難場所としての役割も期待されます。 

○本市の学校施設は建設から相応の時間を経たものも多く、安全で快適な学校生活のため、日

常的・計画的な維持管理・改修を継続していくことが不可欠です。その際、教職員アンケー

トで「*コロナ禍における情報環境への心配」が指摘されたように、新たな教育ツールへの配

慮も求められます。また、地域ごとの人口の変化等も考慮し、常に、子どもたちにとってよ

りよい教育環境の確保に努めていく必要があります。 

○一方、教育の質の向上、教職員の定着や確保のためには、教職員の働き方改革が喫緊の課題

となっています。教職員個人の工夫でできることは限られることから、ＤＸ化の推進や外部

専門家との連携など、学校経営全体の問題として取組みを加速していくことが必要です。 

○また、教育は学校だけで担うものではありません。地域とともに進めていくことが重要であ

り、施設分離型の小中一貫校として中学校区ごとの学校運営協議会の設置など、本市がこれ

まで積み重ねてきた家庭・地域・学校の連携実績を発展させ、まち全体で子どもの教育を担

うとともに、学校を地域づくりの核として家庭や地域の教育力を高める取組みを進めていく

ことが求められます。 
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（４）「基本方針４ 郷土を愛し自ら学び、高めあう学習を推進します」について 

① 重点目標（概要） 

（ⅰ）生涯スポーツ活動の推進 

 市民が、それぞれの体力や年齢、技術、技能、興味、目的に応じて、いつでも、どこでも、

だれでもスポーツを楽しめる生涯スポーツ社会の実現をめざします。 

 老朽化が進むスポーツ施設を計画的に整備します。 

 市民、各種団体と連携し、市民に身近な活動機会の充実や体力の維持向上の取組みを支援

します。 

（ⅱ）生涯学習や文化芸術活動の推進 

 子どもから高齢者まで、それぞれのニーズや特性に合わせた学びの機会を充実します。 

 社会的に制約を受けやすい人（高齢者、障がい者、外国人、その他困難を抱える人々など）

を含め、すべての人の学習機会の整備を進めます。 

 活発な世代間交流により好循環を生み出せる取組みを進めます。 

（ⅲ）歴史文化遺産の継承と活用 

 狭山池をはじめとする本市の貴重な歴史文化遺産の伝承に向け、保護保存や活用を図り

ます。 

 本市のシンボルである狭山池や、歴史文化遺産の歴史的価値を全国に発信します。 

 郷土資料館と市史編さん所の機能の充実に努めます。 

（ⅳ）郷土愛の育成 

 狭山池をはじめ、貴重な歴史遺産を活用した学習機会の充実と、学校教育における「ふる

さとさやま学習」の展開を図ります。 

 地域の関係機関や団体と連携し、人と人のつながりを通じて、子どもたちの郷土への誇り

と愛着を育みます。 

 

② 成果 

（ⅰ）生涯スポーツ活動の推進 

 コロナ禍で活動や事業が制約・制限されるなか、感染症対策を講じながら、施設の*指定

管理者、体育協会、スポーツ推進員等と連携し、「*さやりんピック」や「市民ボッチャ大

会」をはじめ、様々なスポーツにふれ、楽しめる場を提供しました。 

 総合体育館、総合グラウンド、野球場等の施設・設備の充実を図りました。 

（ⅱ）生涯学習や文化芸術活動の推進 

 コロナ禍で施設の休館や活動制限があり、参加者の伸び悩みもありましたが、感染症対策

を講じながら、市民のニーズに対応した多くの学びの場を提供しました。 

 青少年野外活動広場や公民館・図書館の設備の更新など、長寿命化に取り組みました。 
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（ⅲ）歴史文化遺産の継承と活用 

 「狭山池の魅力発見活用事業（狭山池シンポジウム）」や、狭山池の管理に関わった池守

田中家における文化財調査など、調査及び史料の保存・活用に取り組みました。 

 保存データ（マイクロフィルム）の電子化や文化財保存活用地域計画策定に向けた文化

庁との協議など、文化資源の保存及び情報発信に向けた取組みを進めました。 

（ⅳ）郷土愛の育成 

 大阪府・市・狭山池まつり実行委員会の三者協働により実施した、大阪府立狭山池博物

館・大阪狭山市立郷土資料館における企画展示等を通じて、本市の歴史文化遺産の情報を

発信するとともに、狭山池まつりや関連イベントなど、子どもや来訪者が体験を通じて、

本市の歴史文化にふれる機会づくりに取り組みました。 

 

③ 課題と今後の対応 

○*人生 100 年時代が到来するともいわれる中、子どもたちが、変化する社会に対応する学び

を大人になっても続けることができ、このまちに住み続けられるよう、生涯にわたる学びの

機会・環境を維持・創出していく必要があります。 

○健康意識の高まりなどにより、市民アンケートではコロナ禍にあってもスポーツ活動を行う

市民は増加傾向を示しています。しかし 30 歳代以下などの若年層においては、就職等によ

る環境の変化や多忙を理由としたスポーツ離れがみられ、スポーツがより身近に感じられる

ような機会や接点をつくることが求められています。 

○学ぶ意欲や行動を一生涯のものにしていくためにも、読書活動をはじめ、幼少期からの取組

みを通じて、学びを習慣化していくことが大切です。また、学びが自己肯定感や自己実現に

とどまらず、地域課題の解決や地域貢献につながり、コミュニティの持続可能性を高めるよ

うな、循環型の仕組みにしていくことが期待されます。 

○地域で学ぶ過程は、地域に対する愛着や誇り、帰属意識の向上にもつながります。本市市民

のまちへの愛着は年齢に関わらず比較的高いものとなっており、とくに狭山池を心の拠り所

とする市民が少なくありませんが、将来にわたって地域を担い、活躍する人材を育成・確保

していくためには、自然や安全安心、子育て環境など、まちの魅力となっている多様な地域

資源を活用した取組みをさらに充実させていく必要があります。 
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本市は、「第１期大阪狭山市教育振興基本計画」から「第２期大阪狭山市教育振興基本計画」にわ

たり、「学びあい、つながりあい、未来に輝く人づくり」を基本理念とした、さまざまな教育施策を

展開してきました。 

本計画においても基本理念を継承することとし、一貫した方向性のもと、教育行政を推進します。 

 

「学びあい」は、生涯にわたり、家庭や地域社会、学校や職場といったそれぞれの場でかかわり

あい、誰もが相互に人格と個性を尊重し支えあい、多様なあり方を認めあいながら幅広い知識や考

え方を学びあう主体的な活動を示しています。 

「つながりあい」は、主体的に人とのネットワークを幅広く育み、つながりの力を大切にする活

動を支える本市の教育のあり方を示しています。 

そして、「未来に輝く人づくり」は、上記の自発的な活動を支援することにより、相互につながり

を深めることで人・地域が輝く、大阪狭山市のまちづくりの姿勢と教育がめざす方向性を示してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 基本理念 

学びあい、つながりあい、未来に輝く人づくり 
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国や府の関連計画の方向性と、第五次大阪狭山市総合計画や本市が直面する社会情勢などを踏ま

え、「学びあい、つながりあい、未来に輝く人づくり」の基本理念が表す子ども像についても、第１

期、第２期大阪狭山市教育振興基本計画を継承し、次のように定めます。 

 

「自分らしく」とは、自分をかけがえのない存在と実感し、夢や志に向かって、自分の力や個性

を最大限発揮するとともに、思いやりの心や規範意識、自尊感情を持ち、よりよい人間関係を築こ

うとする子どもの姿をめざしています。 

 

「いきいきと学び」とは、学ぶことに喜びを抱き、自ら学び、課題を見つけ、主体的に判断し、

可能性にたくましく挑戦しようとする子どもの姿をめざしています。 

 

「さやまを愛する子」とは、豊かな自然に囲まれ、歴史と文化が息づく大阪狭山市の恵まれた環

境のなかで、ふるさと「さやま」のすばらしさに自ら気付き、伝統や文化を尊重し、未来の「さや

ま」を創造しようとする子どもの姿をめざしています。そして、人・地域・歴史文化とのつながり

あいのなかで、郷土への誇りと愛着を育み、時代の変化にも翻ろうされずに、生涯輝くことができ

る力を備えた子どもの育成をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ めざす子ども像 

自分らしく、いきいきと学び、さやまを愛する子 
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先行きが不透明で、将来の予測も困難な時代にあって、社会課題に対し主体的に向き合い、解決

に向けて自ら取組む子どもたちの力と意欲を養います。このため、市内のすべてが小中一貫校とい

う特性や成果を生かし、幼児教育・保育から学校教育まで、各段階に応じて一貫性のある、質の高

い教育・保育を実施します。特に、デジタル化、グローバル化時代に対応できる力を育むため、必

要な環境や設備の充実、セキュリティ対策等の取組みを重点的に進めます。 

また、多様性を認め合う社会に対する意識が高まる一方、いじめ問題や不登校などについて、本

市においても市民や教育関係者の大きな関心事となっていることから、人間性や相手を思いやる意

識を育む教育やたくましい心身を育む教育、また、学校や家庭、地域が連携して、子どもが安心し

て過ごすことができる居場所づくりを推進します。 

加えて、子どもの技術面の向上や、教職員の働き方改革の観点から地域団体等と連携し、国が進

める部活動の地域展開に取り組みます。 

 

 

 

 

障がいのある子どもや何らかの支援を必要とする子どもの教育的ニーズや意向を把握し、個別の

実情に応じた相談・支援体制を充実するとともに、学校現場における教職員の専門性を高め、工夫

した授業を行うことにより、誰ひとり取り残さない教育を推進します。 

また、子どもたちが家庭環境等によって将来進むべき道や夢が閉ざされることがないよう、豊かな

体験やきめ細かな指導を通じた一人ひとりの個性を尊重する教育を推進するとともに、積極的な認知

が進むいじめの問題について、まちぐるみで取組むことができる社会を構築します。合わせて、多様

な文化・価値観を持った子どもたちが相互に理解し合い、いきいきと過ごせる教育を推進します。 

さらに、*自然災害の激甚化や*犯罪の多様化など、子どもたちの安全安心を脅かす危険が高まっ

ていることから、学校内外において、安全確保のために自ら判断し、行動できる子どもたちの意識

と態様を育みます。 

  

３ 基本方針 

基本方針１ これからの社会を生き抜く力を養います 

 

【重視する取組み】 

○教育ＤＸの推進 

○英語教育の推進 

○不登校、問題行動などの未然防止と指導体制の充実 

○部活動の地域展開の推進 

基本方針２ 一人ひとりを大切にする教育を推進します 

【重視する取組み】 

○いじめ防止基本方針にもとづく取組みの推進 
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学校が子どもたちにとって安全・安心して過ごすことができ、次代の社会課題に立ち向かうため

の教育が実践できるよう、学校施設・設備の計画的な整備・充実を図るとともに、子どもの数の変

化や地域偏在等に対して、子どもたちにとって本当に望ましい学校のあり方について常に検討して

いきます。合わせて、教職員にとって働きやすく、子どもたちの教育に力を注ぐことができる場と

して、学校・園の効率的な運営の仕組みと体制の強化・改革を推進します。 

また、子どもの成長を軸として、妊娠期から就学前教育・保育、学校教育、家庭教育、地域教育

に至るまで、家庭・地域と学校が連携し、地域とのふれあいや参加を通じて子どもたちの地域や市

に対する愛着と誇りを育みます。 

 

 

 

 

世界有数の長寿国であって、「人生 100 年時代」を迎えるとも言われるなか、子どもたちから年

長者に至るまで、すべての市民が生涯にわたって、心身ともに健全に過ごすことができるよう、ス

ポーツ及び生涯学習、文化芸術活動に気軽に親しみ、その成果を健康づくりや社会活動、自己実現

に生かすことができる機会や環境の整備を推進します。特に「人生をより深く*生きる力を身に付

けていく上で欠くことができないもの」（文部科学省）と定義づけられる読書活動については、本市

においても幼少期から本にふれる取組み等を推進していきます。 

また、市民の心の拠り所である狭山池に加え、地域に現存する歴史文化遺産をまちづくり資源と

位置づけ、その保存と活用を進めるとともに、歴史文化遺産を生かした地域学習・歴史体験の機会

を充実し、市や地域に対する市民の理解と愛着・誇りを育みます。 

 

  

基本方針３ 持続可能な社会のための教育環境を充実します 

【重視する取組み】 

○学校園規模の適正化 

○安全・安心な地域の環境づくりと子どもの居場所づくり 

○地域とともにある学校づくりへの転換と学校を核とした地域づくりの推進 

○地域未来の学習 

基本方針４ 郷土を愛し、自ら学び高めあう学習を推進します 

【重視する取組み】 

○読書活動の推進 

○文化財の調査研究と適切な管理 

○郷土を学ぶ地域活動の推進 

○歴史文化遺産の保存と活用の推進 
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〇施策の体系 

［ 基本理念 ］ ［ 基本方針 ］ ［ 目標 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第３期大阪狭山市教育振興基本計画の体系 

自
分
ら
し
く
、
い
き
い
き
と
学
び
、
さ
や
ま
を
愛
す
る
子 

学
び
あ
い
、
つ
な
が
り
あ
い
、
未
来
に
輝
く
人
づ
く
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基本 

理念 
めざす 

子ども像 

（１）遊びを通して豊かに学ぶ就学前 
教育・保育の充実 

（２）社会の変化に即した新たな 
学びの展開 

（３）豊かな心と健やかな体を育てる 
教育の推進 

（４）教職員の資質の向上 

（５）子ども理解と支援教育の充実・ 
推進 

（６）個の成長を支える教育の充実 

（７）安全安心な学校生活の確保 

（８）多様性理解の推進 

（９）時代の変化に対応した学習環境 
などの整備 

（10）学校経営改革の推進 

（11）家庭教育の支援 

（12）地域の教育力の育成と社会に 
開かれた教育課程の実現 

（13）生涯スポーツ活動の推進 
【大阪狭山市スポーツ推進計画】 

（14）生涯学習や文化芸術活動の推進 

（15）歴史文化遺産の継承と活用 

（16）郷土愛の育成 

４ 
郷土を愛し自ら

学び、高め合う学

習を推進します 

２ 
一人ひとりを大

切にする教育を

推進します 

３ 
持続可能な社会

のための教育環

境を充実します 

１ 
これからの社会

を生き抜く力を

養います 

★ 

★…子ども重点 「子どもアンケート調査」で選ばれた「特に重要だと思う項目」 

★ 

★ 

★ 
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①質の高い幼児教育・保育の提供 ⑤発達や学びの連続性を踏まえた就学前教育・保育カリキュラムの充実 

②道徳心や規範意識を育む指導の充実 ⑥親と子がともに育つ乳児期からの子育て支援の充実 

③基本的な生活習慣づくり ⑦幼保職員研修の充実 

④個々の発達と集団に即した指導の充実 

①主体的・対話的で深い学びをめざす授業づくり ⑥英語教育の推進 

②教育ＤＸの推進 ⑦環境教育の推進 

③互いに認めあい、協働する集団づくり ⑧プログラミング教育と ICTの活用・教育の情報化の推進 

④すべての教科における言語活動の充実 ⑨自己学習力（家庭学習習慣）の確立 

⑤学校図書館活用の充実と読書活動の推進 

①道徳教育の充実 ④体力の向上 

②人権教育の充実 ⑤食育の推進 

③不登校、問題行動などの未然防止と指導体制の充実 ⑥学校給食の充実 

①調査研究や授業改善を推進する体制づくり ④教職員の資質・能力の向上 

②教職員研修の充実 ⑤教職員の長時間勤務の削減に向けた取組みの推進 

③リーダーの育成とチームワークづくりの推進 ⑥部活動の地域展開の推進 

①いじめ防止基本方針にもとづく取組みの推進 ④安全教育（防犯・交通安全）の推進 

②安全管理の充実 ⑤非行・薬物乱用の防止 

③防災教育の推進 

①保・幼・こ・小・中の連携 ⑤家庭に対する教育支援の推進 

②生徒指導、教育相談の充実 ⑥就学や進学に対する相談・支援の充実 

③働き方改革と持続可能な学校指導体制の整備 ⑦保護者や地域住民への情報発信の充実 

④専門家のサポートによる指導体制づくり 

①誰もが気軽に参加できる 機会の充実 ③スポーツ施設の整備・改修 

②体育協会・総合型地域 などと連携した事業の充実 

①歴史文化遺産を活かした学習機会の充実 ④グローカル人材の育成（再掲） 

②小中学校の「ふるさとさやま学習」カリキュラムづくり ⑤地域未来の学習（再掲） 

③郷土を学ぶ地域活動の推進 

①文化財の調査研究と適切な管理 ③歴史文化遺産保存活用などの整備・運営 

②歴史文化遺産の保存と活用の推進 

①学校施設などの整備・改修 ③指導内容に応じた備品の配備 

②給食施設の適正な維持管理 ④学校園規模の適正化 

①子どもの権利を大切にする家庭教育に関する啓発の推進 ④教育に関する保護者相談体制の充実 

②子育て家庭への支援の充実 ⑤生活習慣の確立への支援 

③家庭の教育力向上をめざした成人教育の充実 

①社会教育事業や学習機会の充実 ⑤文化芸術に親しむ機会の充実 

②生涯学習情報の提供 ⑥学習成果の活用と指導者の養成 

③読書活動の推進【大阪狭山市子ども読書活動推進計画】 ⑦国際交流の推進 

④社会教育施設などの整備・運営 

①キャリア教育の推進 ③プログラミング教育と ICTの活用・教育の情報化の推進（再掲） 

②個に応じた指導と指導体制の充実 ④道徳教育の充実（再掲） 

①支援教育の充実 ③関係機関との連携による発達障がいなどの早期支援 

②相談・支援体制の充実 ④学習環境の工夫 

①多文化共生教育の推進 ③日本語以外の母語を使用する子どもへの対応 

②ジェンダー平等教育の推進 

①地域と連携した豊かな社会性を持つ人材の育成・活用 ⑥地域とともにある学校づくりへの転換と学校を核とした地域づくりの推進 

②安全・安心な地域の環境づくりと子どもの居場所づくり ⑦学校支援ボランティアの育成 

③家庭・地域との連携による学校の活性化 ⑧地域の教育力向上、学校教育と社会教育の連携 

④放課後の活動の充実 ⑨グローカル人材の育成 

⑤青少年の健全育成の推進 ⑩地域未来の学習 

 

 

［ 取組施策 ］ 
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目標１ 遊びを通して豊かに学ぶ就学前教育・保育の充実 
 

【施策の方向】 

遊びや地域での体験を通して、道徳心や規範意識の醸成を図り、基本的な生活習慣の定着に向け

た指導を充実させるとともに、発達や*学びの連続性を踏まえた教育・保育を推進します。 

また、子育て家庭を社会全体で支えていくため、妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を充

実させるとともに、家庭・地域、関係機関の連携を進め、子どもの健やかな成長を支援します。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①質の高い幼児教育・保育の

提供 

・保育所・幼稚園・認定こども園がそれぞれの特色を生かして質の

高い教育・保育活動を展開し、子どもの成長・発達を促進します。

また、多様化する保護者のニーズに柔軟に対応し、その選択にも

とづき子どもを受け入れられるよう、教育・保育の提供体制を整

備します。 

・また、大阪府が主催する*幼児教育アドバイザー育成研修など外部

研修を活用し、多様化する幼児教育・保育現場の課題を解決する

体制・仕組みを強化します。 

②道徳心や規範意識を育む 

指導の充実 

・遊びや集団生活を通して人と関わる力、自分の気持ちを調整する

力の基礎を養い、豊かな情操と道徳心を養うとともに、規範意識

を育む指導を充実します。 

・自分の生活に関係の深いいろいろな人とふれあい、共に楽しみ、

共感しあう体験を通して、人と関わることの楽しさや人の役に立

つ喜びを味わうことができる活動を推進します。 

③基本的な生活習慣づくり ・基本的な生活習慣を身に付けられるよう、家庭と十分に連携しな

がら、子どもの生活リズムの定着を図り、健康な心と体づくりを

めざします。 

④個々の発達と集団に即した

指導の充実 

・障がいや配慮の必要がある子どもについて、関係機関との連携を

図りながら、集団生活のなかで一人ひとりの発達を促します。 

⑤発達や学びの連続性を 

踏まえた就学前教育・保育

カリキュラムの充実 

・「*小１プロブレム」などの課題解消を視野に、保育所・幼稚園・認

定こども園と小学校との連携をいっそう強化し、子どもの発達や

学びの連続性を踏まえた教育・保育を充実します。 

・預かり保育の充実や多様化する保護者のニーズへの対応など、さ

まざまな課題を検討し、子どもたちが健やかに育つよう、将来を

見据えた環境づくりを進めます。 

  

基本方針１ これからの社会を生き抜く力を養います 
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⑥親と子がともに育つ乳児期

からの子育て支援の充実 

・市民との協働によるさまざまな子育て支援の取組みや保育・子育

てコンシェルジュによる相談・助言を実施し、より充実した子育

て家庭への支援を展開します。 

・認定子育てサポーターの養成を図り、地域でのつながりを深めな

がら、子育て家庭を支援します。 

・子育て家庭の親と子が会員となり、地域の協力を得ながら運営す

るプレイセンターの活動を支援します。 

・市民が会員となって子育ての相互援助活動を行う*ファミリー・サ

ポート・センターが、それぞれの地域で活発に活動できるよう支

援します。 

・支援が必要な家庭に対し、大阪狭山市こども家庭センターを中心

に、妊娠期から子育て期まで切れ目のない、一体的な支援を行い

ます。 

⑦幼保職員研修の充実 ・教育・福祉・子育てなどに関連する施設同士の交流や共同の研修

など、就学前教育・保育に関わる教職員の学びや課題解決に向け

た取組みの機会づくりを進めます。 
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目標２ 社会の変化に即した新たな学びの展開 
 

【施策の方向】 

学校教育において子どもたちの基礎的・基本的な知識・技能の習熟とともに、課題を解決するた

めに必要な思考力・判断力・表現力のバランスのよい育成に努めます。そのため、子どもが自ら課

題を発見し、解決に向けて取り組む力を養えるよう、「*主体的・対話的で深い学び」の実現を図る

指導方法の工夫・改善に取り組むとともに、少人数指導などきめ細かな指導を充実します。 

また、子どもたちが自己有用感を持って、デジタル化やグローバル化をはじめとするこれからの

社会の課題に対応しながら自立して生き抜く力を身に付けられるよう、計画的、組織的、系統的な

学校教育の取組みを推進します。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①主体的・対話的で深い学び

をめざす授業づくり 

・教科等の特質に応じ、地域・学校や児童生徒の実情を踏まえなが

ら、授業の中で、「個別最適な学び」の成果を「協働的な学び」に

生かし、さらにその成果を「個別最適な学び」に還元するなど、

「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実し、「主体

的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善につなげます。 

・単元や題材などのまとまりのなかで育成をめざす資質・能力を

明確にしたうえで、習得・活用・探究などの学びの過程を工夫

します。 

・言語活動や観察・実験・調査などの体験的な活動、芸術的な表現活

動など、子どもが主体的に思考したり、表現したりする学習活動

を工夫します。 

・*学習指導要領の目標に準拠した評価を行います。子どもたち一人

ひとりのよい点や可能性、進歩の状況などについても評価し、意

欲を高められるよう努めます。 

②教育ＤＸの推進 ・*デジタル教材や児童生徒用端末などのＩＣＴ機器を活用し、わか

りやすい授業づくりの工夫や、効果的な教材教具の研究開発を推

進し、学習意欲の向上を図ります。 

・個別最適な学びや協働の学びなど、新しく効果的な授業のデザイ

ンと、ＩＣＴ環境の整備を進めます。 

③互いに認めあい、協働する

集団づくり 

・互いを尊重しあうことが大切であるという価値観のもと、グルー

プ学習や討論など、子ども同士が互いに学びあう場を設定し、協

働しあう集団づくりを進めます。 

④すべての教科における言語

活動の充実 

・学校生活全体で、自分の考えや問いをすすんで発信する活動を重

視した取組みを進めます。 

・総合的な学習の時間を中心に、すべての教科・領域において、身近

な社会の課題と学習内容を関連付け、情報を収集して発信する活

動などを計画し、自分の考えや意見を積極的に周囲に伝えようと

する意欲と言語能力を育みます。 
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⑤学校図書館活用の充実と 

読書活動の推進 

・市立図書館の連携による、子どもの「読む・調べる」習慣づくりに

資する「*読書 eプラン」を推進します。 

・学校司書と連携しながら、学校図書館を使った授業を日常的に計

画し、「読書・学習・情報」という三つの力の育成をめざします。 

・蔵書の充実・更新や展示・掲示の工夫など、学校図書館の充実に努

めます。 

・*ブックスタート事業や*ブックスタートフォローアップ事業によ

り、乳幼児期から家庭内で読書に親しむ習慣づくりを推進します。 

⑥英語教育の推進 ・外国人英語指導助手（ＡＬＴ）による実践的な指導や技能検定、ｗ

ｅｂアプリの導入などにより、子どもたちの英語に対する学習意

欲を高め、英語を通じたコミュニケーション能力の向上をめざし

ます。 

・小学校から中学校に円滑につながるよう、小学校における*ＣＡＮ

-ＤＯリストを活用した英語教育のカリキュラムを作成します。 

⑦環境教育の推進 ・子どもたちが*ＳＤＧｓへの理解を深め、責任を持って環境を守る

ための行動がとれるよう、社会科、理科、家庭科などの教科や道

徳、総合的な学習の時間、特別活動における環境に関わる内容を

充実させるとともに、学校の教育活動全体を通じた*環境教育を推

進します。 

⑧*プログラミング教育と 

ＩＣＴの活用・教育の 

情報化の推進 

・プログラミング教育を通して、物事を論理的に考える力であるプ

ログラミング的思考を育みます。 

・日常の授業におけるＩＣＴ機器やプログラミング教育ツールの活

用、また、*デジタルシティズンシップ教育を通じて、情報活用能

力を育みます。 

・目的に応じて情報手段を適切に活用し、必要な情報を主体的に収

集・判断・表現・処理し、発信できる能力である情報活用能力を育

みます。 

・子どもに対する*情報モラル教育、*情報リテラシー教育を充実し、

ネットトラブルなどから子どもを守る取組みを推進します。 

・*教育情報セキュリティポリシーを策定し、学校現場におけるＩＣ

Ｔの活用方法、教職員端末や児童生徒用端末、児童生徒や保護者、

地域住民の方の個人情報の保護等に関するルールを明確にするこ

とで、情報モラルや情報リテラシーの醸成を図ります。 

⑨自己学習力（家庭学習習慣）

の確立 

・学習習慣や生活習慣の形成に向けて、家庭学習の時間や方法、テ

レビやゲーム、携帯電話についてのルールづくりなど、家庭との

連携による取組みを行います。 

・デジタル教材などを活用し、子どもの学習意欲を高め自学自習の

習慣づくりを図ります。 

・学習機会が少ない子ども（主に中学３年生）に対して、日曜日や長

期休業中の学習をサポートします。 
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目標３ 豊かな心と健やかな体を育てる教育の推進 
 

【施策の方向】 

子どもたちが、よりよく生きるための基盤となる道徳性を養うため、多様な道徳的価値について

理解を深めるとともに、自己を見つめ、物事を多面的・多角的に捉え、人としての生き方について

考える学習を通して、道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度を育成します。また、教育活動全体

の取組みを通じて，自己肯定感や自己有用感の高まりから，子ども一人ひとりの自尊感情を高める

ことにつなげる指導を充実します。 

いじめや不登校については、外部の専門家や大阪狭山市教育支援センター「フリースクールみ・

ら・い」など関係者の連携により、生徒指導の体制を充実させます。児童会や生徒会などの取組み、

小中一貫教育による地域学習を通じて、地域の人々とのふれあい、多様な体験活動などを充実させ、

子ども自身の問題解決力を育むことで、問題行動などの未然防止に努めます。 

子どもたちが健やかな身体をつくり、健康で安全な生活を送ることができるよう、体力の向上を

図るとともに、食育の推進や安全で安心な学校給食の提供に努めます。また、給食に係る保護者の

経済的負担の軽減を図ります。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①道徳教育の充実 ・「生命を大切にする心や他人を思いやる心、善悪の判断などの規範

意識」などの道徳性を身に付けることを最も重要な課題とし、道

徳教育の要である道徳の授業の指導内容、指導方法及び教材開発

などについての実践研究を推進します。 

・多様性を認め合い、豊かな人間性や社会性などを育むために、成

長段階に応じて、社会体験や自然体験など、さまざまな体験活動

を充実します。 

②人権教育の充実 ・本市人権教育基本方針にもとづき、人権課題ごとの担当教員を全

小中学校に配置し、人権教育の全体計画及び年間指導計画を作成

することにより、計画的、組織的に取組みを進めます。 

・子どもがその発達過程に応じ、人権の意義・内容や重要性及び個

別の人権課題について理解し、「自分の大切さとともに他の人の大

切さを認めること」ができるよう、すべての教育活動を通して、

相手の考えや気持ちを想像する力、共感し理解する力、互いにわ

かりあうためのコミュニケーション能力、さまざまな立場の意見

を調整し、解決する能力などの育成に取り組みます。 

・子どもの発達過程に応じて、命の尊さについて学びを深め、平和

を希求する心を育む平和学習に取り組みます。 

③不登校、問題行動などの 

未然防止と指導体制の充実 

・不登校や問題行動などに対する教職員の指導力の向上を図り、子

どもの背景に着目し、丁寧なアセスメントをしながら、未然防止、

早期発見と早期対応に努めます。 

・学校とスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、ス

クールロイヤーや大阪狭山市教育支援センター「フリースクール

み・ら・い」との連携による取組みや相談活動、スクリーニングや

ケース会議等の実施により子どもの状況に応じたきめ細かな指導

の充実に努めます。 
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④体力の向上 ・「全国体力・運動能力調査」の結果にもとづいた体力向上プランや

地域人材の活用により、子どもが運動することの楽しさを実感し、

すすんで運動する習慣が身に付くよう体育の授業づくりを推進し

ます。 

・子どもの健康への関心を高めるとともに、生活習慣病の予防や薬

物乱用の防止、性に関する教育を推進します。 

⑤食育の推進 ・発達の段階に応じた食に関する知識を学び、食を選択する力や望

ましい食習慣を身に付け、正しい食生活を実践できる子どもの育

成に取り組みます。 

・「*健康大阪さやま 21（第３次計画）及び大阪狭山市食育推進計画

（第３次）」にもとづき、家庭や地域、関係機関の連携を図りなが

ら、子どもたちが正しい食生活を実践できるよう、保護者への積

極的な啓発活動を行います。 

⑥学校給食の充実 ・食中毒対策や食物アレルギーや*ミキサー食対応など、安全・安心

な学校給食の継続的な提供に努め、栄養バランスのよい魅力ある

学校給食の提供をめざします。 

・無償化及び物価高騰に伴うコスト増に対する支援など、給食に係

る保護者の経済的負担の軽減に取り組みます。 
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目標４ 教職員の資質の向上 
 

【施策の方向】 

子ども一人ひとりの個性や能力、可能性を伸ばし育てるとともに、多様な教育課題に適切な対応

ができるよう、授業力や多様な教育課題への対応力など、教職員の資質と実践的指導力の向上に取

り組みます。 

教職員一人ひとりの心身の健康保持の実現と、誇りとやりがいをもって職務に従事できる環境を

整備し、教職員の長時間勤務の削減につなげ、さらなる学校教育の質の向上を図ります。 

また、地域や関係者との連携のもと、学校部活動の円滑な地域展開を進めます。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①調査研究や授業改善を推進

する体制づくり 

・「全国学力・学習状況調査」の結果を各校で分析し、分析結果をも

とに学校の取組みの成果と課題、改善方策を整理して学校ホーム

ページで公開します。 

・「全国体力・運動能力調査」の結果を各校で分析し、体力向上プラ

ンを策定して子どもたちの体力を高める授業づくりを推進し

ます。 

・プログラミング教育やＩＣＴ機器の活用などの今日的な教育課題

について、外部専門家を講師に招き公開授業や担当者連絡会を実

施し、成果普及に努めます。 

・*学校運営協議会や、「*学校まるごとパック事業」、「学校づくり応

援事業」において、市民や外部専門家による学校評価を実施し、

寄せられた意見を学校運営に反映します。 

② 教職員研修の充実 ・学校教育におけるさまざまな課題の解決と新たな研究の推進をめ

ざして、時代の流れに即した研修を計画的に実施します。 

・参加型、継続型の研修を計画的に実施するとともに、専門家や学

識経験者との連携を深め、教職員の専門性を向上させる研修の充

実を図ります。 

・中学校区ごとの研修や保幼こ小中合同の研修会を通して、地域の

実態や学びの系統性を踏まえた指導を推進します。 

・大阪府教育委員会や大学などとの連携により、教職員研修の内容

の充実を図り、研究意欲の高い教職員を育成します。 

③リーダーの育成とチーム 

ワークづくりの推進 

・教職員の主体性や協働性を育成し、次世代を担う教職員の意識を

高めます。また、自分の学校を振り返るアンケートをすべての教

職員対象に実施し、*ＰＤＣＡサイクルにもとづく学校改善を通し

て、*ミドルリーダーの学校づくりに対する意識の向上と、教職員

のチームワークづくりを推進します。 
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④教職員の資質・能力の向上 ・各校において、大阪府の自己点検チェックリストや不祥事防止に

向けた*ワークシート集などを定期的に活用し、自分事として捉え

られるようにグループワークを取り入れた研修を実施し、不祥事

予防と教職員の人権感覚の向上に努めます。 

・教育委員会主催の研修や各校における校内研修の計画的な実施を

通して、教職員の専門性を高めるとともに、教職員間の学びあい

や支えあいによる*同僚性の向上を図ります。 

・合同・協働での研修や研究など、保育所・幼稚園及び認定子ども園

の教職員がともに学ぶ機会を充実し、学びの質の向上と連続性の

確保、幼児期から小学校への円滑な接続を推進します。 

⑤教職員の長時間勤務の削減

に向けた取組みの推進 

・事務の効率化を図り、教職員の長時間勤務を削減するため、校務

支援システムの活用を進めます。 

・全校一斉退庁日、学校閉庁日などの取組みにより、教職員が休暇

を取得しやすい職場環境の整備に努めます。 

⑥部活動の地域展開の推進 ・部活動の地域展開が円滑に進むよう、地域の団体の活性化や持続

可能な運営の支援、民間事業者との連携等を図ります。 
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目標５ 子ども理解と支援教育の充実・推進 
 

【施策の方向】 

*インクルーシブ教育システムの構築を見据えながら、「ともに学び、ともに育つ」教育をさらに

推進し、子ども一人ひとりの自立と社会参加に向けた効果的な指導・支援を充実させるために、授

業の*ユニバーサルデザイン化、少人数指導、個別指導など、多様な指導方法を工夫します。 

また、特別な教育的支援を必要とする子どもを理解し、*個別の教育支援計画や*個別の指導計画

を有効に活用しながら、一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援ができるよう、教職員の専門性の

向上を図ります。さらに、本市の福祉部局や関係機関、専門家と緊密に連携し、校種間の円滑な引

き継ぎや、連続性を大切にした支援体制や相談体制の充実に努めます。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①支援教育の充実 ・「ともに学び、ともに育つ」教育を推進するため、「個別の教育支援

計画」や「個別の指導計画」を充実させ、一人ひとりの教育的ニー

ズに応じた指導や支援の方法について、専門家による指導助言を

仰ぎながら、研究を深めます。 

・保護者や地域住民の理解を促進するため、支援教育の啓発に努め

ます。 

・*放課後等デイサービスを利用している子どもへの支援について、

学校と事業所が保護者の同意のもとで連携を図り、相互の役割の

理解と支援の充実をめざします。 

・正確なアセスメントを通じて適切な支援が提供できるよう、検査

や巡回相談を実施します。 

②相談・支援体制の充実 ・家庭相談員や専門家の協力のもと、「巡回相談」を実施し、発達や

障がいの状況に応じた適切な支援が行える相談体制づくりをめざ

します。 

③関係機関との連携による 

発達障がいなどの早期支援 

・子どもネットワーク協議会にて、教育、保育、福祉が連携し、発達

障がいなどの早期発見、早期支援、継続的な支援体制の構築をめ

ざします。 

・発達障がい児やサポートが必要な子どものための療育事業「手を

つなＧＯ！」において、個々に応じた療育や相談の場、保護者向

け学習「ペアレントトレーニング」を実施し、子どもたちが円滑

に日常生活や学校園生活が送れるよう支援します。 

④学習環境の工夫 ・支援教育に関する研修を充実し、教職員の専門性の向上を図り

ます。 

・障がいのある子どもと障がいのない子どもの交流や協働学習など

の機会を大切にし、ちがいを認めあいながら互いを大切にし、高

めあおうとする態度を育みます。 

・すべての子どもたちにとって効果的な支援となるユニバーサルデ

ザインの観点を取り入れた授業づくりや自己肯定感を高める集団

づくりを進め、安心できる学習環境づくりを学校園全体で進めます。 

  

基本方針２ 一人ひとりを大切にする教育を推進します 
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目標６ 個の成長を支える教育の充実 
 

【施策の方向】 

子どもの発達の段階に応じ、教育活動全体を通じた組織的・系統的なキャリア教育の充実に取り

組み、将来、子どもが社会的・職業的に自立し、社会のなかで自らの役割を果たしながら、自分ら

しい生き方を実現するための力を育てます。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①キャリア教育の推進 ・子どもたちの「学びたい」「働きたい」という意欲を高めるととも

に、明確な目的意識を持って自己の進路を選択する能力が身に付

くよう、発達の段階に応じたキャリア教育を推進します。 

・小学校から中学校までのキャリア教育に関わる活動について、自

らの学習状況やキャリア形成を見通したり振り返ったりしなが

ら、自身の変容や成長を自己評価ができるよう、「*キャリア・パ

スポート（ポートフォリオ）」を作成し、活用します。 

②個に応じた指導と指導体制

の充実 

・個々のつまずきを丁寧に把握し、加配教員の活用や情報ツールの

導入などの工夫をしながら、どの子も置き去りにしない授業づく

りをめざします。 

③プログラミング教育と 

ＩＣＴの活用・教育の 

情報化の推進（再掲） 

・プログラミング教育を通して、物事を論理的に考える力であるプ

ログラミング的思考を育みます。 

・日常の授業でＩＣＴ機器やプログラミング教育ツールの活用を通

じて、情報活用能力を育みます。 

・目的に応じて情報手段を適切に活用し、必要な情報を主体的に収

集・判断・表現・処理し、発信できる能力である情報活用能力を育

みます。 

・子どもに対する情報モラル教育、情報リテラシー教育を充実し、

ネットトラブルなどから子どもを守る取組みを推進します。 

④道徳教育の充実（再掲） ・「生命を大切にする心や他人を思いやる心、善悪の判断などの規範

意識」などの道徳性を身に付けることを最も重要な課題とし、道

徳教育の要である道徳の授業の指導内容、指導方法及び教材開発

などについての実践研究を推進します。 

・多様性を認め合い、豊かな人間性や社会性などを育むために、成

長段階に応じて、社会体験や自然体験など、さまざまな体験活動

を充実します。 
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目標７ 安全安心な学校生活の確保 
 

【施策の方向】 

いじめ防止のための取組みとして、「大阪狭山市いじめ防止基本方針」にもとづく対策を充実し

ます。 

生活安全、交通安全などの安全教育を総合的かつ効果的に継続するとともに、大規模災害の教訓

なども踏まえ、防災教育を強化する観点から、子どもたちが主体的に行動できる能力や態度を育成

します。また、教職員の安全に関する知識・技能の向上を図るため、安全についての知識や指導方

法を修得する機会の確保と充実に努めます。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①いじめ防止基本方針に 

もとづく取組みの推進 

・「大阪狭山市いじめ防止基本方針」にもとづき、学校・家庭・地域・

関係機関などがいじめに対する理解を共通のものとし、一体とな

って早期発見・早期対応に努めます。 

・*スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなど専門家

との連携による支援体制の充実を図ります。 

・教育活動全体を通して、子どもの豊かな情操や道徳心を養い、よ

りよい人間関係を構築する能力や規範意識などの高揚に努め、い

じめを未然に防ぐための取組みを推進します。 

・教職員対象研修を充実します。 

・児童生徒が自ら相談し、危機を発信できる意識や行動を育みます。 

・子どもに対する情報モラル教育、情報リテラシー教育を充実し、

ネットトラブルなどから子どもを守る取組みを推進します。 

・「生命を大切にする心や他人を思いやる心、善悪の判断などの規範

意識」などの道徳性を身に付けることをめざし、道徳教育の要で

ある道徳の授業の指導内容、指導方法及び教材開発などについて

の実践研究を推進します。また、豊かな人間性や社会性などを育

むために、成長段階に応じて、社会体験や自然体験など、さまざ

まな体験活動を行います。 

②安全管理の充実 ・各校施設に*安全管理員を引き続き配置し、学校の安全対策の向上

に取り組みます。 

③防災教育の推進 ・児童生徒に危機管理能力の基礎が身に付くよう、学校における実

践的な避難訓練などを計画的に実施します。また、地域と連携し

ながら災害時に基点となる学校の防災力の向上に取り組みます。 

・中学生２年生を対象に「安全安心スクール」を実施し、地域防災に

関する意欲を育みます。 

・小学校の避難訓練に合わせて、ＰＴＡや自治会、地域見守り活動

をされているみなさんと連携し、児童の引渡し訓練を実施します。 
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④安全教育（防犯・交通安全）

の推進 

・防犯訓練や不審者対応避難訓練を実施し、学校における危機管理

体制を確認し、教職員と児童生徒の危機管理能力の向上に努め

ます。 

・小中学校で児童生徒を対象に、庁内関係部署や関係機関と連携し

て非行防止教室や危機対応指導、交通安全教室等を実施します。 

⑤非行・薬物乱用の防止 ・非行や薬物乱用の害から自分自身を守るため、警察や大阪狭山市

更生保護女性会、関係機関の方を講師に招いて、必要な知識など

を身に付けるための非行防止教室及び薬物乱用防止教室を実施し

ます。 
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目標８ 多様性理解の促進 
 

【施策の方向】 

子どもたちが抱える課題に対して、組織的な支援を進められるよう校内支援体制の構築を図り、

多様性を理解し認めあう教育を進めることで、一人ひとりが自信をもって活躍できる環境づくりを

推進します。 

また、*外国にルーツのある子どもへの支援も含め、社会の一員として自立し、本市を担う人材と

して、社会に積極的にかかわろうとする態度を身に付けるため、社会形成・社会参加に関する*市民

性教育を推進します。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①多文化共生教育の推進 ・自立支援通訳事業などを活用し、外国にルーツのある子どもや保

護者の学校生活に係る各種支援に努めます。 

・各校が定める人権教育の計画にもとづき、各教科の授業や総合的

な学習の時間、特別活動などを通して、子どもの多文化理解を促

進します。 

・さまざまな人とコミュニケーションを図ることのよさを実感でき

るよう、子どもと*外国人英語指導助手（ＡＬＴ）との交流を促進

します。 

②ジェンダー平等教育の推進 ・ジェンダー平等教育の推進に加え、*性的マイノリティに関する教

職員の理解を深めるとともに、当該児童生徒への相談体制、支援

体制について、適時支援会議を開催しながら対応を進めます。 

③日本語以外の母語を使用 

する子どもへの対応 

・日本語以外の母語を使用する子どもの指導には、校内に日本語指

導担当教員を位置付け、*対話型アセスメント（ＤＬＡ）の活用を

通して、子どもの言語能力を把握し、教科学習で必要な支援方策

を検討します。 

・受け入れ実績のある国以外の言語的・文化的背景を持つ子どもの

転入に柔軟に対応し、個々の子どもの実態に応じた指導内容や指

導方法の工夫に努めます。 
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目標９ 時代の変化に対応した学習環境などの整備 
 

【施策の方向】 

各学校の施設・設備について、その機能と性能を維持し将来にわたり安全安心な環境を確保する

ため、防災面にも配慮した計画的な維持保全による老朽化（長寿命化）対策を推進します。 

また、施設や備品の充実は多額の費用が必要になることから、整備の必要性や優先順位も考慮し

つつ、引き続き取り組みます。 

学校園規模の適正化については、少子化や地域環境の変化に伴う子どもの増減など、それぞれの

学校区の実情を踏まえ、効果的でかつ保護者や地域住民の理解を十分に得られるような取組みをす

すめます。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①学校施設などの整備・改修 ・学校施設・設備の機能と性能を維持するため予防保全に取り組み

ます。学校の整備にあたっては、「大阪狭山市立学校園の適正規模・

適正配置に関する実施方針」を踏まえ、計画的な長寿命化改修や

建替等、学校区の実情を考慮しながら、費用対効果の高い整備を

検討・推進します。 

・学校施設の非構造部材（天井材、窓ガラス・窓枠、内壁など）の耐

震対策を含む防災機能の強化、老朽化対策を推進します。 

②給食施設の適正な維持管理 ・施設の安全対策とともに、衛生的にも配慮された設備の入れ替え

など、学校給食センターの適正な維持管理に努めます。 

③指導内容に応じた備品の 

配備 

・各種教材や教育用備品などを指導内容に応じて適切に整備し、教

育環境を充実します。 

・児童生徒用端末及び教職員用端末の更新にあたっては、個別最適

な学びと協働の学びを深めるため、適切な機器・ソフトウェアの

導入を図ります。 

④学校園規模の適正化 ・今後の本市の人口動向や少子化の現状を踏まえ、学校園規模の適

正化に向けた取組みを進めます。 

  

基本方針３ *持続可能な社会のための教育環境を充実します 
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目標１０ 学校経営改革の推進 
 

【施策の方向】 

学校の教育活動を支える人材の確保やネットワークづくり進め、学校園の特性や子どもの課題に

応じた学校経営を推進します。そのために、保護者や地域住民への情報発信を充実させるとともに、

家庭教育に困難を抱える保護者への支援を促進します。 

また、ＩＣＴの活用、専門家や地域人材の活用、校務支援システムの導入など、校務の効率化と

負担軽減を図り、学校経営の改善に努めることで教職員が授業を中心とした質の高い教育活動に専

念できる環境づくりを推進します。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①保・幼・こ・小・中の連携 ・「キャリア教育推進事業」「公開保育」「*保幼こ小の架け橋プログ

ラム」など、中学校区単位の事業や研修会、小中学校間における

教職員の兼務発令や人事交流を通して、就学前から中学校卒業ま

での系統的な指導を充実します。 

②生徒指導、*教育相談の充実 ・複雑化する生徒指導の課題について、学識経験者による「特別教

育相談」を実施するとともに、「生徒指導アドバイザー」の各校へ

の訪問指導を通して、教職員や保護者の相談体制を充実します。 

・「大阪狭山市いじめ防止基本方針」にもとづき、家庭・地域などと

協力しあい、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカ

ー、*スクールロイヤーとの連携を図りながら、生徒指導、教育相

談体制の充実と周知に努め、いじめを許さないという環境を築き

ます。 

・特別教育相談やスクールカウンセラーへの相談について、広報誌

や学校だよりなどを通して、周知を図ります。 

③働き方改革と持続可能な 

学校指導体制の整備 

・校務支援システムの活用や事務のシステム化を推進するととも

に、専門家や外部人材の活用をいっそう工夫し、教職員が子ども

たちとじっくり向きあう時間を増やす体制づくりを推進します。 

・教職員の校務支援を図るため、スクール・サポート・スタッフや採

点支援システムを活用し、教職員が子どもへの指導や教材研究な

どに注力できる体制づくりを推進します。 

④専門家のサポートによる指

導体制づくり 

・専門家の配置と各校への派遣を進め、子どもたちや保護者の心の

ケアを行うとともに、課題のある子どもの対応について、専門家

を加えた指導体制の充実により、チームとしての学校の実現を図

ります。 

⑤家庭に対する教育支援の 

推進 

・「おおさかさやま家庭教育指針」による提言をもとに家庭に対する

教育力の向上に努めます。 

・保護者の役割や子育てについて親が学べる場を充実します。 
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⑥就学や進学に対する相談・

支援の充実 

・経済的な理由により高等学校や高等専門学校または専修学校の高

等課程などへの進学が困難な子どもの保護者に対して、教育委員

会や大阪狭山市教育支援センター「フリースクールみ・ら・い」の

進路相談員が窓口となって、育英金の貸与に関する相談を受け、

奨学金に関する情報提供を行います。 

・経済的な理由により就学困難な子どもの保護者に対して学用品

費、新入学児童生徒学用品費、校外活動・修学旅行費、学校給食費

など学校生活に必要な費用の援助を行います。 

⑦保護者や地域住民への情報

発信の充実 

・教育相談や、就学援助、奨学金、通訳の派遣など、家庭教育をサポ

ートするさまざまな情報について、市ホームページや学校ホーム

ページ、広報誌や学校だよりなどを通して、幅広く周知します。 
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目標１１ 家庭教育の支援 
 

【施策の方向】 

家庭の教育力を高めるため、「*おおさかさやま家庭教育指針」にもとづく啓発に努めます。発達

過程に応じた子どもの教育を行うことができるよう、家庭が果たすべき役割や子育てについて学ぶ

講座の充実や、親が学べる場を充実します。合わせて、子どもの基本的な生活習慣の定着に向けた

運動を推進します。 

また、「大阪狭山市こども家庭センター」を中核として、虐待防止への取組みをはじめ、妊娠期か

ら子育て期まで切れ目のない一体的な支援を推進します。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①子どもの権利を大切にする

家庭教育に関する啓発の 

推進 

・「おおさかさやま家庭教育指針」による提言の浸透を図り、家庭に

おける実践活動を推進します。 

・人権尊重の精神や自尊感情の育成、子どもの権利を視点とした家

庭教育を推進します。 

②子育て家庭への支援の充実 ・子育て支援センター「ぽっぽえん」や子育て支援・世代間交流セン

ター「ＵＰっぷ」において、地域における子育て支援を総合的に

推進するとともに、子育て家庭への支援体制の充実に努めます。

また、子育て支援・世代間交流センター「ＵＰっぷ」では、子ども

や子育て家庭が世代を超えて市民と交流できる環境を提供するた

めの運営を行います。 

・地域子育て支援拠点において、交流や子育て講座などを通じた仲

間づくりの促進や家庭の状況に応じた育児相談・発達支援等の充

実に努めます。また、子育て家庭の個々のニーズに合った教育・

保育施設や子育て支援サービスが利用できるよう、「保育・子育て

コンシェルジュ」による相談・助言を行います。 

・保護者の就労状況や就労意向など子育て家庭の置かれた状況や地

域の実情などを十分に踏まえて、中・長期的な視点に立ち、多様

な保育ニーズに対応できるよう、「延長保育」や「病児・病後児保

育」といった保育サービスとともに、「一時預かり事業」や「こど

も誰でも通園制度」など子育てを支援するサービスの充実を図り

ます。 

③家庭の教育力向上を 

めざした*成人教育の充実 

・家庭の教育力の向上をめざし、子育ての責務や親としての役割、

子どもとのかかわり方、地域の大人としてのあり方などを学ぶ成

人教育の機会づくりや情報提供を推進するとともに、子育てをす

ることの大切さや喜び、命の尊さなどについての啓発に努めます。 
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④教育に関する保護者相談 

体制の充実 

・いじめや不登校など教育に関する相談のほか、子どもの発達や子

育てに関する相談について、専門的な指導やアドバイスが受けら

れるよう、児童家庭相談を充実します。 

・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門

的な人材の配置や、子ども家庭センターなど関係機関との連携に

より、教育に関する相談体制の充実に努めます。 

・児童虐待防止への取組みを推進するため、関係機関との連携を深

めるとともに、相談や広報啓発活動を充実します。 

・パンフレットやホームページなどにより、相談窓口の積極的な広

報活動に努めます。 

・不登校や問題行動のある子どもの保護者に対し、戸別訪問を通し

て、相談活動を行います。 

⑤生活習慣の確立への支援 ・家庭との連携を図り、早寝早起き朝ごはん運動を推進し、基本的

な生活習慣の確立と生活リズムの向上に取り組みます。 
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目標１２ 地域の教育力の育成と社会に開かれた教育課程の実現 
 

【施策の方向】 

本市では令和６年（2024年）度から市内すべてが施設分離型小中一貫校となり、これまで以上に

系統的な学習を進めていきます。 

各中学校区に１つの学校運営協議会を設置し、全小中学校を*コミュニティ・スクールとします。

学校活動について保護者や地域住民によりいっそう理解、協力いただけるよう、学校に関する情報

を積極的に発信します。学校・家庭・地域の連携を推進するためには、学校と地域を結ぶ人材とし

ての役割を担う地域学校協働活動推進員が非常に重要で、学校・地域・家庭などの多方面を理解し

ている人材の発掘と育成に努め、各中学校区への配置を進めます。 

また、子どもたちが放課後や休日などを安全に過ごせる居場所や、さまざまな体験学習ができる

機会を拡充します。これらを実現するため、地域活動が持続できるよう支援策を講じるとともに、

これらが機能的に連携する教育コミュニティの形成に努めます。 

さらには、社会教育や生涯学習活動が、新たな地域活動や地域人材の育成につながるよう、*循環

型の生涯学習社会の実現をめざします。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①地域と連携した豊かな社会

性を持つ人材の育成・活用 

・地域間の連携の促進や、子どもから大人まで主体的に地域活動に

参画することの重要性の啓発と意識の高揚を図るため、各地域の

リーダー、コーディネーターとなるような人材の発掘と育成に努

めます。 

・あいさつ運動や声かけ運動の実施など、地域の大人と子どもとの

ふれあいから、地域のなかでよりよい人間関係をつくり、子ども

の豊かな社会性を育みます。 

・地域行事やボランティア活動などに参加する機会を充実させ、子

どもが主体となって、地域や社会の一員としての自覚と能力を育

むための取組みを推進します。 

・教育に関心を持つさまざまな人材の掘り起しと活用を図り、世代

間交流などの多様な交流活動を促進します。 

②安全・安心な地域の環境 

づくりと子どもの居場所 

づくり 

・地域のＰＴＡや自治会、学校などが連携し、子どもの登下校時の

見守り活動のほか、緊急時の集団下校に合わせたパトロールの実

施など、安全・安心な環境づくり活動を支援します。 

・子ども同士のコミュニティの形成や社会性、自主性を養い、健や

かな成長を図るため、地域や各種団体と連携し、身近な地域にお

ける居場所づくりを推進します。 

・「大阪狭山市いじめ防止基本方針」にもとづき、学校・家庭・地域

の連携を強め、いじめや問題行動の防止に向けた取組みを推進し

ます。 
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③家庭・地域との連携による

学校の活性化 

・地域に開かれた学校づくりの一環として、学校情報を保護者や地

域に幅広く公開することで、学校についての理解を深め、学校・

家庭・地域の連携を進めやすい環境づくりに取り組みます。 

・保護者や地域住民が学校運営に参画する仕組みである学校運営協

議会について、市内すべての小中学校で引き続きコミュニティ・

スクールを進めます。 

・*地域学校協働活動等の推進について、各学校区の実情に合わせた

学校と地域の連携体制の構築を図ります。 

・大学との連携を強化し、子どもたちの学習意欲や関心を高め、学

習内容の幅と学びの楽しさが広がる取組みを工夫します。 

・授業や部活動、学習指導、学校行事の支援といった学校のさまざ

まな教育活動に、ボランティアとして地域住民や学生の参画を得

るなど、地域の力を生かした学校の活性化に努めます。 

④放課後の活動の充実 ・放課後児童会の恒常的な待機児童を解消するため、受け皿の拡充

に努めます。また、放課後児童会を安全かつ快適に利用できるよ

う施設を適正に維持管理するとともに、支援員の確保及び研修実

施による資質向上を図りながら、安定した放課後児童会の運営に

努めます。 

・また、放課後の児童の居場所づくりについては、補助制度の拡充

などにより、民間活力のさらなる導入を含めて受け皿の拡充を推

進します。 

・「さやま元気っこ推進事業」の取組みを推進し、放課後児童会との

連携を図りながら、全小学校で実施します。 

⑤青少年の健全育成の推進 ・警察など関係機関と連携しながら、非行防止に関する広報啓発活

動や、問題行動の早期発見を図るための青色防犯パトロール活動

に取り組みます。 

・青少年をさまざまな有害環境から守るため、青少年指導員会や青

少年健全育成連絡協議会・警察などの関係機関・学校・家庭・地域

などが一体となり、夜間パトロールや、インターネット上の有害

情報から青少年を守るための啓発などに取り組みます。 

・豊かな人間性や社会性を養うために、「市民ふれあいの里」の運営

や「*上初湯川ふれあいの家」の活用を推進し、宿泊や自然活動体

験を通した青少年の健全育成に取り組みます。 

⑥地域とともにある学校づく

りへの転換と学校を核とし

た地域づくりの推進 

・学校と保護者、地域住民が目的やビジョンを共有し、パートナー

として連携・協働しながら「みんなで子どもを育む」ために学

校運営協議会の充実や地域学校協働活動の推進を図り、地域全

体で子どもたちの学びを支援する教育コミュニティづくりを推

進します。 

・子どもの成長を軸とした地域と学校の連携・協働を通して、地域

人材の育成を図るとともに、地域住民のつながりを深め、自立し

た地域社会の構築・活性化を図る「学校を核とした地域づくり」

を推進します。 

⑦学校支援ボランティアの 

育成 

・保護者や地域住民、学生がさまざまな特技や趣味などを生かして

教育活動を支援するため、学校支援ボランティアリーダー養成講

座を開催するなど、人材の育成に努めます。 
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⑧地域の教育力向上、学校 

教育と社会教育の連携 

・より多くの地域住民がつながるために、あいさつ運動や声かけ運

動の推進など、地域のなかでよりよい人間関係づくりに取り組み

ます。また、学校・家庭・地域が一体となった学びを軸としたネッ

トワークを構築するためにも、学校教育と社会教育の連携強化に

努めます。 

⑨グローカル人材の育成 ・小中一貫校としての個性を生かし、グローバル（英語力の向上）と

ローカル（地域学習の充実）を組み合わせたグローカルな子ども

を育んでいきます。 

⑩地域未来の学習 ・全学年において、「地域未来の学習」を新設し、自分の住む地域を

知り、良いところを表現できる人材の育成のために、地域学習の

充実を図ります。 
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目標１３ 生涯スポーツ活動の推進 【大阪狭山市スポーツ推進計画】 
 

【施策の方向】 

本市では、*スポーツ推進委員会や体育協会、*総合型地域スポーツクラブなど多様な団体が市民

のスポーツ活動を支えています。スポーツは、心身の健全な発達、健康や体力の保持増進、精神的

な充足感の獲得など、生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を営むうえで不可欠なものです。

また、活動への参加・体験を通じて人と人との交流、地域同士の交流を促進し、希薄化が指摘され

るコミュニティの活性化にも寄与しています。さらに、次代を担う子どもたちにとって、体力向上

とともに、他者を思いやる気持ちや公正さ、規律を大切にする心の育成にもつながるものです。 

市民が、それぞれの体力や年齢、技術、技能、興味、目的に応じて、いつでも、どこでも、だれ

でもスポーツを楽しめる生涯スポーツ社会の実現をめざします。老朽化が進む各スポーツ施設を計

画的に整備します。市民、各種団体との連携を図りながら、市民にとって身近な地域における活動

機会の充実や、体力の維持向上に向けた取組みを支援します。特にスポーツにふれる機会が限られ

る若年世代や子育て世代の参画の機会やきっかけづくりを推進します。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①誰もが気軽に参加できる 

スポーツ機会の充実 

・指定管理者や包括連携協定を締結している企業等と連携した事業

の充実を図ります。 

・小中学校の運動場や体育館を放課後・休日に開放し、スポーツを

行う機会の拡充を図ります。 

・関係部署と連携し、スポーツ事業等の発信の幅を広げます。 

・パラスポーツやニュースポーツの体験会など、年齢や性別、障が

いの有無に関係なく、誰もが参加できるスポーツの普及・啓発を

図ります。 

・誰もが体力の維持・向上や健康づくりに取り組めるよう、指定管

理者と連携しトレーニング室の充実や利用しやすい環境整備を図

ります。 

②体育協会・総合型地域 

スポーツクラブなどと 

連携した事業の充実 

・体育協会や総合型地域スポーツクラブ、施設を管理運営する指定

管理者など、スポーツ活動に関わる市民や各種団体の自主的な活

動と運営を支援するとともに、各種団体や学校園との連携による

さまざまな事業を実施し、市民のスポーツ活動への参加を促進し

ます。 

・スポーツ推進委員をはじめ、各種スポーツ団体やその指導者と連

携し、本市における幅広いスポーツの普及を促進します。 

③スポーツ施設の整備・改修 ・指定管理者と連携してスポーツ施設改修計画を策定し、施設の効

率的・計画的な整備を推進します。 

  

基本方針４ 郷土を愛し自ら学び、高めあう学習を推進します 
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目標１４ 生涯学習や文化芸術活動の推進 
 

【施策の方向】 

「文化」を最も広くとらえると、人間と人間の生活に関わることのすべすべて、すなわち生きる

ことそのものが文化であり、文化芸術は、人々の創造性を育み、豊かな人間性を涵養し、人と人と

の心のつながりを強め、心豊かで多様性と活力のある社会を形成する源泉です。そして、絶え間な

く変化を続ける現代社会は、一生涯学び続けることが求められる生涯学習社会でもあります。生涯

学習は個人としての成長や自己実現にとどまらず、住民相互のつながりや活力あるコミュニティの

形成に寄与するものであり、それは新たな文化を創造し続ける活動ともいえます。 

人生 100年を見据えたライフサイクルのなかで、乳幼児期からの読書活動をはじめ、子どもから

高齢者まですべての市民の学習ニーズに応えられるよう、それぞれの特性に合わせた学びの機会を

充実します。特に、社会的に制約を受けやすい人（高齢者、障がい者、外国人、困難を抱える人々

など）の学びの機会の充実を含め、誰もが生涯にわたりその能力を維持向上し続けることができる

よう学習機会の整備を進めます。 

市民の学びのニーズを捉え、学びのきっかけとなるような事業の実施と情報提供を行い、子ども・

若者から高齢者までが学びを軸としてつながり、多世代交流が活発になることで、世代間で好循環

を生み出せる取組みを進めます。 

読書を通じた市民の自主的・自発的な学習を推進するために、読書環境の整備・充実を図るとと

もに、特に子どもの読書活動に関する施策を実施し、幼少期からの読書習慣の形成に取り組みます。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①社会教育事業や学習機会の

充実 

・青少年セミナーなどの青少年の健全育成に関する事業や人権教育

に関する事業を実施します。 

・公民館を中心に、市民の生涯学習ニーズを把握し、講座の開設や

既存講座の見直し、人材の発掘や育成などを行い、学習目的に応

じた内容を充実します。 

・市民団体やグループが実施する学習会などに市職員が講師として

出向き、市政に関する説明や情報の提供、専門的な知識を生かし

た実習などを行う生涯学習出前講座を実施します。 

・社会教育関係団体の自主的な活動への支援に努めます。 

・「市民ふれあいの里」の運営や「上初湯川ふれあいの家」との提携

を通して、野外活動体験の機会の充実に努めます。 

②生涯学習情報の提供 ・*生涯学習情報誌「ライフタイム」により、生涯学習に関する講座

やイベントの実施施設の紹介とホームページへの誘導を図るとと

もに、広報誌、公民館だより、図書館だよりなどの様々な媒体を

活用し、市民への学習情報の周知に努めます。 
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③読書活動の推進 

【大阪狭山市子ども読書 

活動推進計画】 

・乳幼児から本に親しむきっかけづくりとしてブックスタート、ブ

ックスタートフォローアップ事業を実施します。 

・幼少期からの読書習慣の形成を促すために、図書館や幼稚園や小

学校でおはなし会を実施します。 

・多様な読書機会の確保のため、点字図書や録音図書、大型活字本

や*ＬＬブック等を提供します。 

・学校図書館への希望図書の貸出や図書館見学の受入等、学校連携

の取組みを実施します。 

・子どもの「読む・調べる」習慣づくりに資する「読書 e プラン」

の取組みについて各学校園と連携します。 

④社会教育施設などの整備・

運営 

・「大阪狭山市公共施設再配置計画」に基づき、今後の社会教育施設

について、市民が安心・安全に利用できる施設整備と適切な管理

運営に取り組みます。 

・公民館と図書館が一体となって事業を展開するなど、施設間の連

携を深めます。 

・「市民ふれあいの里」や「上初湯川ふれあいの家」を広く市民に周

知し、利用促進をめざします。 

⑤文化芸術に親しむ機会の 

充実 

・「大阪狭山の豊かな文化芸術を育むビジョン」にもとづき、市民の

自主的な文化芸術活動を支援するとともに、文化芸術団体の育成

を図ります。また、発表の場など文化イベントの機会を充実させ

ます。 

・文化会館を拠点として、市民が文化芸術作品に触れる機会を提供

します。 

⑥学習成果の活用と指導者の

養成 

・生涯学習講座などで学んだ人材や、さまざまな分野のボランティ

ア情報などを集約し、地域における生涯学習活動を指導・支援す

る人材としての活用を推進します。 

・学びの成果をまちづくり活動などに積極的に生かせるよう、「*街

のすぐれもの事業」などにより、さまざまな活用の場や機会を創

出します。 

⑦国際交流の推進 ・*多文化共生社会の形成をめざし、市民団体との協力による外国の

言語や文化などを市民が学ぶ機会の提供や、国際理解の浸透及び

国際化に対応する人材育成のための取組みを推進します。 

・大阪狭山市都市間市民交流協会が取り組む姉妹都市（アメリカ合

衆国オレゴン州*オンタリオ市）との交流活動を支援します。 
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目標１５ 歴史文化遺産の継承と活用 
 

【施策の方向】 

狭山池や*池守田中家旧宅をはじめとする本市の貴重な歴史文化遺産を後世に残し、伝えていく

ために調査研究を進め、その保存に努めます。また、その歴史文化遺産の活用を積極的に図ります。 

シンポジウム・特別展・企画展・講座など普及啓発事業の開催により、本市のシンボルである狭

山池や、市内に存在する歴史文化遺産の歴史的価値や魅力を全国に発信します。 

合わせて、郷土資料館機能の充実に努め、市史編さん所に代わる収蔵施設の整備を行います。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①文化財の調査研究と適切な

管理 

・「*史跡狭山池保存活用計画」にもとづき、狭山池の調査研究を継

続し、歴史文化遺産としてのさらなる保護・活用を推進します。 

・史跡狭山池に追加指定された池守田中家旧宅について、調査研究

を継続するとともに、保存と活用に向けた整備を進めます。 

・韓国*金堤（キムジェ）市との「親善及び相互協力意向書」にもと

づき、学術的交流を推進し、狭山池の研究に役立てます。 

・文化財の調査研究を継続的に進め、市の文化財に指定することで、

適切に保存・管理します。市指定文化財や府登録文化財に指定・

登録することで、適切に保護します。 

②歴史文化遺産の保存と 

活用の推進 

・本市のシンボルである狭山池の魅力を全国に発信する事業とし

て、「狭山池シンポジウム」を開催し、狭山池の歴史的価値を検証

します。 

・池守田中家文書の調査研究を進め、特別展・企画展などを通して

情報を発信し、本市の歴史文化遺産の魅力を伝え、郷土の歴史へ

の理解を深める活動を推進します。 

・*狭山藩北条氏について、イベントや展示、講座を通して、市民に

紹介します。また、*北条氏関連自治体とともに、全国への情報発

信を行います。 

・本市の歴史文化遺産を紹介する講座や教室を数多く開催し、市民

の意識の高揚に努めます。 

・「大阪狭山市文化財保存活用地域計画」を活用し、歴史文化遺産の

保護に対する意識の啓発を行います。 

③歴史文化遺産保存活用 

などの整備・運営 

・郷土資料館のもつ保存・活用・調査研究といった機能の充実に努

め、市民が歴史文化遺産にふれることのできる機会や学びの場を

提供するとともに、狭山池博物館との連携を図り、さまざまな企

画展示や情報発信を推進します。 

・市史編さん所に代わる収蔵施設を整備し、調査研究機能を維持し

たうえで、収集した多岐にわたる歴史資料の継承と活用に取り組

むとともに、市民から保管を依頼される貴重な歴史文化遺産の保

存管理施設としての機能強化を推進します。 
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目標１６ 郷土愛の育成 
 

【施策の方向】 

これまでの事業を継続しながら本市の貴重な歴史文化遺産を活用した学習機会の充実を図ると

ともに、郷土愛を育む教育活動が果たす役割が大きいことから、学校との連携を強化し、各学校が

所在する地域の歴史文化遺産を活用し、郷土の歴史文化について理解を深める事業の展開を図りま

す。また、地域の関係機関や団体と連携し、子どもたちが地域の伝統や文化といった歴史文化遺産

とふれあい、学べる機会を充実し、人と人のつながりのなかで郷土への誇りと愛着を育みます。 

また、社会教育において、地域の歴史文化遺産を知り、新たな興味・関心を呼び起こす機会を創

出する事業を検討します。 

 

【主な取組み】 

取組施策 取組内容 

①歴史文化遺産を生かした 

学習機会の充実 

・狭山池をはじめとする本市の歴史文化遺産をテーマとした講座や

講演会、イベントなどを充実させ、郷土への愛着を深めます。 

・文化財ガイドなどの歴史文化遺産を紹介する資料を作成し、郷土

巡りや学習会をはじめとする市民による自主的な活動を促進・支

援するなど、歴史文化や風土を知る機会を充実します。 

・「大阪狭山市史」などを活用した取組みを充実します。 

②小中学校の「ふるさとさやま

学習」カリキュラムづくり 

・郷土の歴史文化や風土に関する学習を充実するため、子ども向け

市史「おおさかさやまの歴史」や本市の豊富な文化財などを活用

した事業に取り組み、小中学生が主体的に郷土理解を深め、郷土

を愛する心を持つことができるようにします。 

・地域の人材と連携し、地域に残る歴史文化遺産を見学する学習や、

地域の人を学校に招いて地域の伝統や文化などについて話を聞く

学習などを推進します。 

③郷土を学ぶ地域活動の推進 ・本市の名誉市民第１号で文化勲章受章者の*末永雅雄先生の生涯

とその活動を次世代に伝える事業を通して郷土への理解と愛着の

形成に努めます。 

・地域の関係機関や団体と連携し、地域の伝統的な行事や社会貢献

活動などに子どもたちが参加体験する機会の拡充を図ります。 

・郷土の歴史文化遺産にふれる機会を増やすことを目的に、小学生

高学年向けの「こども歴史塾」の継続的な実施のほか、中高生を対

象とする、歴史文化遺産を活用した地域を理解するための活動、市

民を対象とした歴史文化遺産を活用する取組みなどを推進します。 

④グローカル人材の育成 

（再掲） 

・小中一貫校としての個性を生かし、グローバル（英語力の向上）と

ローカル（地域学習の充実）を組み合わせたグローカルな子ども

を育んでいきます。 

⑤地域未来の学習（再掲） ・全学年において、「地域未来の学習」を新設し、自分の住む地域を

知り、良いところを表現できる人材の育成のために、地域学習の

充実を図ります。 
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計画に掲げる教育振興の基本理念やめざす子ども像、基本方針等が教育関係者や保護者をはじめ

市民に広く周知・理解され、教育振興の着実な推進・実現にまちが一体となって取り組むことがで

きるよう、紙媒体やインターネットなど多様な情報発信手段を活用しながら、本計画及び教育振興

の取組に関する周知に努めます。 

また、市民や関係者にとどまらず、教育に関する研修や出前講座など、さまざまな機会を捉え、

将来の関係人口や定着人口につなげることも想定した対外的な情報発信により、本市の教育振興の

理念や取組の周知に努めます。 

 

 

 
 

学校・家庭・地域・行政が一体となって、本計画を推進します。 

 また、関係機関、各種団体、ボランティア、ＮＰＯ法人、市内事業者など、本計画の推進・実

現に関わりを持つ多様な主体との連携・協働により、地域社会全体で教育振興に取り組む環境や仕

組みをつくります。 

 

 

（１）学校園 

学校園は、子どもに基本的な学力や生きる力を定着させ、その向上を図るという重要な役割を担

います。さらに、体験活動の機会や内容を充実させ、主体的・対話的で深い学びや、遊びや生活の

中での学びを通して、子どもが社会とつながり、自ら考え、学ぶ意欲や課題解決のための創造力、

集団生活の中で他者を思いやる心、そして健やかな身体を育みます。 

また、地域づくりを担う主体のひとつとして、地域全体で子どもの学びを支援するコミュニティ

づくりや地域人材の育成、地域学習の推進に対して積極的な連携・協働を図ります。 

 

 

（２）家庭・PTA 

家庭は、規則正しい生活習慣の定着や規範意識の育成など、子どもの学びの基礎となる家庭学習

を担います。また、子どもの精神的な支えとなり、思いやりの心や情操を育む場としても重要な役

割を担います。 

また、自らの子どもだけでなく、地域の一員として子どもを地域全体で育む意識を共有し、地域

や各種団体と学校をつなぐ役割も担います。 

 

 

（３）地域 

地域は、子どもたちを見守り、学校や家庭における教育のサポートを行います。また、通学にお

ける子どもたちの安全の確保や、子どもたちが参加・参画する地域行事の実施など、ふるさとに対

する子どもたちの学びや愛着の醸成を協力して進める役割を担います。 

  

１ 計画の周知と各種情報の収集・発信 

２ 連携・協働する各主体に期待する役割 
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（４）行政 

本市の教育を振興するために、行政が主体となって、学校、保護者・ＰＴＡ、地域と連携及び協

力を図り市民総がかりで教育の振興に努めます。 

本計画に掲げる施策を総合的に推進するため、庁内の関係部署が緊密な連携を図りながら、戦略

的・効果的な取組みを研究・企画するとともに、進捗状況の管理及び本計画の推進にかかる適切な

事業経費の配分・確保に十分留意し、計画の実効性の向上に努めます。 

加えて、学校・家庭・地域や関係機関、各種団体、ボランティア、ＮＰＯ法人、市内事業者など、

各分野で活動する主体をコーディネートし、各主体が力を十分に発揮し、最も効果的に成果を得ら

れるよう支援に努めます。 

 

 

 
 

本計画を効果的かつ着実に推進するため、本計画とは別に「５年後に向けての参考指標」を設定

し、同指標を踏まえたＰＤＣＡ（計画・実施・評価・改善）サイクルにより、計画の進行管理及び

評価・点検を行いつつ、施策の円滑な実行及び課題の解決に努めます。なお、「５年後に向けての参

考指標」は、関係者・主体が協働で計画を進めるための道標であり、「計画の進捗状況の把握」「計

画の検証と改善の検討」「市民・社会への公表（説明責任＝アカウンタビリティ）と情報共有」「行

政の意識啓発」を目的として設定するものです。 

また、本計画は策定から５年後を目途に見直しを図るものとします。なお、計画期間の途中であ

っても、教育や本市を取り巻く新たな課題や大きな変化等に対して迅速かつ適切に対応していくた

め、必要に応じて計画の柔軟な見直しを図ります。 

 

３ 計画の進行管理及び評価・点検・見直し 
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アルファベット 

ＣＡＮ—ＤＯリスト 

学習到達目標を設定し、その達成状況を把握するためのもので、英語の能力や技能について、「~する

ことができる」のような箇条書きで表したもの。 

 

ＧＩＧＡスクール構想 

教育 ICT環境の充実を図り、教員や児童生徒の力を最大限に引き出すことをめざす文部科学省の取組。

全国の小・中学校、高等学校等において、高速大容量の通信ネットワークの整備と、児童生徒 1 人に 1

台のコンピュータまたはタブレット端末の配備をめざした。新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて

計画を前倒しし、2020年度内に小中学校への端末導入がほぼ完了した。 

 

ＬＬブック 

ＬＬはスウェーデン語の Lattlastの略語で、「やさしく読める」という意味。ＬＬブックは、知的障

がい、学習障がいなど通常の活字図書の利用が困難な人にも理解できるように、図や写真を多く使うな

どの工夫をして書かれた本のこと。 

 

ＭＩＭ (Multilayer InstructionModel) 

通常の学級において、異なる学力層の子どものニーズに対応した指導・支援を提供していこうとする

学力指導モデル。読み(特殊音節などを含む語の正確で素早く読む)や算数（数系列を理解したり正確に

素早く計算する）に顕著なつまずきを示す子どもの認知特性を分析し、その状態に応じた支援を行う。 

 

ＰＤＣＡ 

マネジメント手法の一種で、「計画」(Plan)、「実施」(Do)、「評価」(Check)、「改善」(Action)の頭文

字をとったもの。 

 

ＳＤＧｓ 

「誰一人取り残さない」社会の実現をめざし、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に統合的に取り

組むため、2030 年に向け、世界全体が共に取り組むべき普遍的な目標として、2015 年 9 月に国連で採

択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」に掲げられた開発目標。 

2015年に国連ユネスコは、持続可能（サステイナブル）な社会を実現するため、人間性を育み、他者

との関わりやつながりを尊重できる個人を育み、環境問題や国際理解などの経済、社会、文化に関わる

諸課題を 17のゴールと 169 のターゲットなどで示した。我が国では、「誰一人取り残さない」社会の実

現をめざし、一人ひとりの保護と能力強化に焦点を当てた教育を進めている。 

 

ＳＮＳ 

「ソーシャル・ネットワーキング・サービス」の略。インターネット上で人々がつながり、情報を共

有できるプラットフォーム。代表的なものとして X（旧 Twitter）や Facebook、Instagramなど。  

１ 用語解説 
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あ行 

青色防犯パトロール 

青色回転灯を装備した自動車による自主防犯パトロール活動のこと。 

 

安全安心スクール 

大規模災害等が発生した場合、中学生などの若い年齢層の活動が大いに期待できることから、大阪狭

山市内の全中学２年生を対象に救急救命手当の知識と技術を身に付けてもらうことを目的に、応急手当

や心肺蘇生法などについて必要な知識や軽易な技術の習得を図る。 

 

安全管理員 

安全良好な教育環境を確保するため、各小学校に配置されている。来校者に対する受付業務、施設外

周の見回り、校内緊急時における現場へのかけつけなどの業務を担っている。 

 

生きる力 

予測困難な社会の変化に主体的にかかわり、感性を豊かに働かせながら、どのような未来を創ってい

くのか、どのように社会や人生をよりよいものにしていくのかという目的を自ら考え、自らの可能性を

発揮し、よりよい社会と幸福な人生の創り手となる力のこと。 

 

池守田中家旧宅 

池守田中家は、狭山池の江戸時代最初の改修(慶長の改修)に参加し、その後明治時代まで狭山池の「池

守」を踏襲した家である。その住宅は、当時の姿を伝え西池尻地区に残るとともに、伝えられた膨大な

記録類(池守田中家文書)は、狭山池博物館に寄託され、本市と狭山池にとって貴重な歴史文化遺産とな

っている。 

 

いじめ防止基本方針  

各学校におけるいじめの防止などのための対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針

を、いじめ防止対策推進法(平成 25年法律第 71号)第 12条の規定にもとづき、策定するもの。 

 

イノベーション 

ものやサービス、仕組みなどに新しい考え方や技術を採り入れ、新しい価値を生み出して社会を変革

すること。 

 

インクルーシブ教育 

障がいのある子どもを含むすベての子どもに対して、子ども一人ひとりの教育的ニーズにあった適切

な教育的支援を、「通常の学級において」行う教育。国連の障害者権利条約の批准に向けて国内の法整備

が進められた際、改正障害者基本法でインクルーシブ教育の理念が盛り込まれた。 
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ウェルビーイング 

身体的・精神的・社会的に良い状態にあること。短期的な幸福のみならず、生きがいや人生の意義な

どの将来にわたる持続的な幸福を含む概念。多様な個人がそれぞれ幸せや生きがいを感じるともに、個

人を取り巻く場や地域、社会が幸せや豊かさを感じられる良い状態にあることも含む。 

 

おおさかさやま家庭教育指針 

家庭教育はすベての教育の出発点ととらえ、本市教育委員会が「家庭教育への 10(9+1)の提言」とし

て発信している指針。 

 

オンタリオ市 

アメリカ合衆国オレゴン州の東端に位置する面積約 13.4平方キロメートル、人口約 11,000人のまち。

オンタリオ市民一行が 1973年の日本旅行の際、狭山町（現大阪狭山市）を訪問・見学したことをきっか

けに、1974年に姉妹都市として提携している。提携後は、親善訪問団や派遣学生などの相互交流が行わ

れ、市民相互に友情を育んでいる。 

 

か行 

外国人英語指導助手(ＡＬＴ) 

Assistant Language Teacher の略称で小中学校、高等学校などの英語の授業で補助する役割を担う。 

 

外国にルーツのある子ども 

国籍を問わず、海外につながる子どものこと。 

 

学習指導要領 

全国のどの地域で教育を受けても、一定の水準の教育を受けられるようにするため、文部科学省にお

いて、学校教育法などにもとづき、各学校で教育課程(カリキュラム)を編成する際の基準を定めたもの。 

 

学校運営協議会 

学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組むことが可能となる「地域とともにある学校」

への転換を図るための有効な仕組み。地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 47 条の 6 に規定さ

れている。学校と地域住民や保護者等が学校運営の基本方針の承認や様々な課題の共有を図るとともに、

学校運営への必要な支援等について協議する場であり、本市では中学校区に１つ設置（区内の小中学校

で共同設置）されている。 

 

学校協議会 

保護者や地域住民の意向を把握し、学校運営に反映させることにより、開かれた学校づくりをすすめ

るために設置する組織で、学校運営協議会が規定される以前から大阪府内で設置が進められていた。保

護者や地域住民が参加して多様な観点から意見交換を行うことにより、学校に対する理解と信頼を深め

るとともに、学校運営の改善に資することを目的。 
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学校図書館を充実・活用するモデル校 

府内の小学校に府独自で学校図書館担当教員を配置し、学校図書館の機能や図書資料等を有効に活用

した授業を研究し、言語能力の育成に向けた実践事例を府域へ発信する大阪府の事業。 

 

学校まるごとパック事業 

各中学校区より 1校、学校を「まるごと」市民や市内教職員に公開する事業。具体的には、全学級の

授業をはじめとする教育活動を公開するとともに、学校の特色ある取組みや学習環境の整備などについ

て実践報告や情報交換を行っている。 

 

上初湯川ふれあいの家 

和歌山県日高郡日高川町にある野外活動施設。小学校跡を改築・整備した施設で、平成 14年に友好都

市である本市と当時の和歌山県日高郡美山村が住民相互の交流を一層深めるため、大阪狭山市民等が優

先利用できることを目的として、上初湯川ふれあいの家の利用に関する協議書を締結している。 

 

環境教育 

人間と地球環境とのかかわりについて理解を深め、環境の回復、創造に向けた知識や関心を高める

教育。 

 

規範意識 

集団や社会生活におけるルールや約束などの規範に基づいて、主体的に判断し、行動しようとする

意識。 

 

金堤市 

韓国全北特別自治道に位置する市で、市域内に韓国最古最大の人工のため池「碧骨堤」を有している。

この碧骨堤には、狭山池と同じ「敷葉工法(敷粗朶工法)」と呼ばれる技術が利用されており、東アジア

において古代に同様の土木技術を利用していた事が判明している。狭山池とは兄弟堤として、共同して

学術調査を進めている。 

 

キャリア教育 

一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な能力や態度を育てることを通して、自分らしい生き

方を実現できるように促す教育。 

 

キャリア・パスポート(ポートフォリオ) 

小学校、中学校や高等学校などでのキャリア教育において、学級（ホームルーム）活動を中心に諸教

科科目と往還する学びをとおして、自らの学習成果やキャリア形成について振り返ることで、自己評価

できるように工夫されたポート・フォリオのこと。大阪狭山市では「地域未来の学習」に活用している。 
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教育情報セキュリティポリシー 

教育現場における情報セキュリティ対策の方針や行動指針をまとめたもの。学校で ICTの活用が一般

化する中、教職員や児童・生徒が安心して活用できるように、不正アクセスや情報流出、ITリテラシー

不足によるトラブルなどから教育現場を守ることを目的としている。 

 

教育相談 

いじめや不登校、発達の課題や問題行動等、さまざまな悩みを抱える児童生徒や保護者に対して、個

別的に行う相談。本市では、担任や、支援コーディネーター、養護教諭、管理職等による学校内での相

談のほか、本市教育委員会や大阪狭山市教育支援センター「フリースクールみ・ら・い」、大阪府教育庁

等、関係機関の担当者による相談を行っている。また、希望者に対して、スクールカウンセラーやスク

ールソーシャルワーカー、学識経験者等の外部専門家にも相談できるよう、体制を整備している。 

 

共生社会 

誰もが相互に人格と個性を尊重し支えあい、人々の多様な在り方を相互に認め合える全員参加型の

社会。 

 

グローバル社会 

国や地域の垣根を超えて、世界的にひと、もの、情報等がやり取りされる社会のこと。その範囲は経

済面にとどまらず、政治や宗教、文化など様々なもの含む。 

 

健康大阪さやま 21（第３次計画）及び大阪狭山市食育推進計画（第３次） 

国の策定した食育推進基本計画および大阪府食育推進計画を基本として、平成 25 年 3 月に本市が策

定した計画(令和７年 3月に第３次計画を策定)のこと。食育推進施策の方向性や目標を定め、家庭、地

域、学校、関係団体、行政が協働により、つながり合いながら食育を進めることをめざしている。 

 

校務支援システム 

学校運営に必要な業務(公簿作成、出欠管理、時数管理など)を効率的に処理できる機能を有している

システム。 

 

こども基本法 

子どもの視点に立ち、その最善の利益を第一に考えた取組みや施策を社会の真ん中に見据える「こど

もまんなか社会」の実現をめざし、子どもを権利の主体として位置づけ、その権利を総合的に保障する

ための法律。令和５年（2023 年）４月制定 

 

個別の教育支援計画 

障がいのある子ども一人ひとりのニーズを正確に把握し、教育の視点から適切に対応していくという

考えのもと、長期的な視点で乳幼児期から学校卒業後までを通じて一貫して的確な教育的支援を行うこ

とを目的とする計画。 
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個別の指導計画 

子どもたちの実態に応じて適切な指導を行うために学校園で作成されるもので、教育課程を具体化し、

一人ひとりの指導目標・内容・方法を明確にし、きめ細かく指導するための計画。 

 

コミュニティ・スクール 

学校運営協議会を設置した学校のこと。学校、家庭及び地域社会のすべての主体がつながり、子ども

たちの教育を推進する全体構想をコミュニティ・スクール（構想）と呼ぶ。令和 6年度末をもって市内

すべての小中学校がコミュニティ・スクールとなっている。 

 

コロナ禍 

新型コロナウイルスが招いた災難や危機的状況をさす言葉。 

 

さ行 

サバイバル日本語 

日本の学校生活や社会生活について必要な知識を学び、日本語を使って行動する力を身につけること

を目的に、学校生活で日常的に使う言葉。健康・安全・関係づくりなどの観点や、教科、文房具、教室

の備品名など。 

 

狭山藩北条氏 

狭山藩は、大阪狭山市内に陣屋を構えた江戸時代の藩。戦国大名小田原北条氏の末裔が藩主を務めで、

江戸時代を通じて狭山に陣屋を置いた。現在陣屋跡地の一部は、大阪狭山市立東小学校の敷地となり、

校章に北条氏の家紋であるミツウロコ紋を採用している。 

 

さやりんピック 

狭山中学校区の円卓会議事業として、地域住民が一堂に会し、スポーツを通じて健康、福祉、環境、

防災、防犯などの要素を取り入れた競技やレクリエーション、ゲームなどを楽しみながら、子どもから

高齢者までの世代間、中学校区内の地域間の親睦・交流を図り、地域住民のコミュニティづくりを深め

る事業。 

 

史跡狭山池保存活用計画 

狭山池は、本市の中央部に位置し、今から約 1400 年前の飛鳥時代に築造された現存する日本最古の

灌漑用の溜め池である。本計画は、狭山池を後世に守り伝えるために、学術的な検討を行い歴史的価値

を整理し、歴史的景観を含めて、保存管理を行うための具体的な方針を示すもの。 

 

自然災害の激甚化 

自然災害の発生頻度や規模が大きくなり、被害が深刻化していること。我が国は自然的条件から、

地震、津波、暴風、竜巻、豪雨、火山噴火等、多種の自然災害が発生しやすい特性を有しているとい

われる。 
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持続可能な社会 

将来の世代が必要とするものを損なうことなく、現在の世代の要求を満たすような開発が行われてい

る社会のこと。 

 

指定管理者 

「公の施設」の管理に民間事業者等の有するノウハウを活用することにより、多様化する住民ニーズ

に効果的・効率的に対応していくことを目的とした指定管理者制度に基づき、地方自治体が指定し、公

の施設の管理運営を行う法人や団体。 

 

市民性教育 

現代社会を生きる見識ある市民となるための知識と理解、コミュニケーション・スキルの育成、参加

と責任ある行動のスキルなどを育成するための活動をとおして、市民としてのふるまいだけでなく、社

会的価値ある行動について学ぶことができる教育をいう。 

 

就学前教育 

保育所・幼稚園・認定こども園などにおいて提供される就学以前の教育・保育。 

 

主体的・対話的で深い学び 

各教科などの特質に応じた物事を捉える視点や考え方を育むことに留意し、子どもが各教科などの特

質に応じた見方・考え方を働かせながら、知識を相互に関連付けてより深く理解したり、情報を精査し

て考えを形成したり、問題を見いだして解決策を考えたり、思いや考えをもとに創造したりすることに

向かう過程を重視した学習。 

 

循環型の生涯学習社会 

学習や活動を通して得られた知識・技術などを適切に活用し、その成果を地域へ還元することにより、

住民の学びと行動が学習を媒介として生まれる人々のつながりを通じて世代を超えて循環する社会。 

 

小 1プロブレム 

小学校に入学したばかりの 1 年生が、「先生の話が聞けない」「授業中座っていられない」「集団行動

がとれない」など、学校生活になじめない状態が続くこと。 

 

生涯学習社会 

「国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたって、

あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生かすことのできる社

会」(教育基本法第 3 条・生涯学習の理念より)のこと。 情報モラル情報社会で適正な活動を行うため

のもとになる考え方と態度。 

教育基本法第 3条で示されている理念としての生涯学習を実現する社会のこと。従来の社会教育とは

異なり、学習者を主体とした学びを重視する社会であり、学ぶことによって自己実現と社会参加を図る

ことができる社会を指す。  
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生涯学習情報誌「ライフタイム」 

生涯学習に関する講座を開催している市内の施設を掲載。二次元コードから最新の講座情報をインタ

ーネット上で確認できる。 

 

情報モラル 

「情報社会で適正な活動を行うための基になる考え方と態度」であり、具体的には、情報発信による

他者への影響を考え、人権、知的財産権など自他の権利を尊重し情報社会での行動に責任をもつことや、

犯罪被害を含む危険の回避など情報を正しく安全に利用できること、コンピュータなどの情報機器の使

用による健康との関わりを理解すること。 

 

情報リテラシー  

情報及び情報手段を主体的に選択して活用していくための個人の基礎的な資質・能力。 

 

食育 

食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯にわたって健全な食生活を実現することにより、国民

の心身の健康の増進と豊かな人間形成に資すること。 

 

新型コロナウイルス感染症 

重症急性呼吸器症候群コロナウイルス２（SARS-CoV2）による感染症。2020年 1月 30日に WHOにより

国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態（PHEIC）が宣言され、2023年 5月 4 日に解除された。 

※厚生労働省参考 

 

人生 100年時代 

健康寿命が高齢化し、個人が平均的に 100歳前後まで生存することが可能になった時代のこと。 

 

末永雅雄 

文化勲章受章者、大阪狭山市名誉市民。多くの重要な遺跡の発掘調査を担当・指導、武器・甲冑研究、

古墳研究、宮都研究など膨大な業績を残したことで広く知られ、『狭山町史』編纂（さん）など今日学界

で活躍する多数の優秀な研究者を育てた。また、故郷狭山に深い愛情を持ち、狭山の郷土史研究に多大

なる貢献があった。 

 

スクールカウンセラー 

学校に配置され、児童生徒に対する相談のほか、保護者及び教職員に対する相談、教職員等への研修、

事件・事故等の緊急対応における児童生徒の心のケア等を行う、臨床心理に専門的な知識・経験を有す

る学校外の専門家。 

 

スクール・サポート・スタッフ 

教職員に代わって資料作成や授業準備等を行うことで、教職員をサポートするスタッフのこと。 
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スクールソーシャルワーカー 

教育の分野に加え、社会福祉に関する専門的な知識や技術を有し、問題を抱えた児童生徒に対し、当

該児童生徒が置かれた環境への働きかけや、関係機関等とのネットワークの構築など、多様な支援方法

を用いて課題解決への対応を図っていく専門家。 

 

スクールロイヤー 

学校において、子どもの最善の利益、安心・安全の学校環境づくりを目的として、学校で起こるさま

ざまな問題について相談を受け、その解決・調整を支援する役割を担う弁護士。 

 

ステークホルダー 

利害関係者のこと。教育分野においては、子ども・学生、保護者のほか、学校を取り巻く応援団とし

ての全ての個人や関係団体等を指す。 

 

スポーツ推進委員会 

スポーツ基本法第 32 条に基づき、市町村におけるスポーツ推進のため、スポーツ推進のための事業

実施に係る連絡調整並びに住民に対するスポーツ実技の指導その他スポーツに関する指導及び助言を

行う人のこと。 

 

成人教育 

広義には、一般成人を対象とし、学校教育で習得した知識、技能の基盤のうえに、社会生活に必要な

各種の学習の機会を提供する教育。 

 

性的マイノリティ 

性的少数者を総称する言葉で、セクシュアル・マイノリティともいう。性的指向や性自認が社会の多

数派と異なる人を表す言葉。 

 

全国学力・学習状況調査  

義務教育の機会均等と水準の維持向上の観点から、児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育

施策の成果と課題を検証し、その改善を図るとともに、学校における児童生徒への学習指導の充実や学

習状況の改善等に役立てることを目的とした調査。 

 

全国学力・学習状況にかかる児童生徒質問紙調査 

調査する学年の児童生徒を対象に、学習意欲や学習方法、学習環境や生活の諸側面等に関する調査。 

 

総合型地域スポーツクラブ 

スポーツを核とした豊かな地域コミュニティを創造し、生涯にわたって誰もが身近な地域でスポーツ

に親しめる環境を整えるために設立されたスポーツクラブで、子どもから高齢者まで、それぞれの志向

やレベルにあわせて、多様な種目の活動ができるという特徴を持っている。地域住民により自主的・主

体的に運営されている。  
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た行 

対話型アセスメント 

日常会話はできるが、教科学習に困難を感じる児童生徒を基本的な対象とし、その児童生徒の日本語

能力を明らかにして、現在の子どもたちの実態を把握したうえで、どのような学習支援が必要かを知る

ための評価ツール。 

 

地域学校協働活動 

地域の高齢者、成人、学生、保護者、PTA、NPO、民間企業、団体・機関などの幅広い地域住民などの

参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」をめ

ざして、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して行うさまざまな活動のこと。 

 

地域学校協働活動推進員  

地域学校協働活動の推進において、地域と学校をつなぐコーディネーターの役割は必要不可欠なこと

から、平成 29 年４月施行の改正社会教育法で、地域住民等と学校との連絡調整等を行うコーディネー

ターを「地域学校協働活動推進員」として、教育委員会が委嘱することができることとなった。法律に

位置付けられた存在として、地域学校協働活動の推進に関わり、教育委員会の施策に協力して、地域と

学校との情報共有や活動を行う地域住民等への助言、連絡調整等を行う。 

 

長寿命化 

建物を老朽化させずに長く使い続けること。学校施設などの公共施設の場合、建築後 30 年程度経過

すると建物の汚れや傷みが激しくなったり、設備に不具合が頻繁に発生するなど、「老朽化」が進むとい

われる。 

 

デジタル教材 

タブレットやスマートフォン、パソコンなどの ICT機器で利用・作成する教材のこと。デジタル機器

の導入により、紙媒体では不可能だった「動画」や「音声」を使った教育が可能になる。 

デジタルシティズンシップ教育 

コンテンツの作成や公開、交流、学習、研究、ゲームなど、あらゆるタイプのデジタル関連の活動を

通じて表現する力を育てる教育。 

 

デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ） 

「デジタル・トランスフォーメーション」の略。コンピュータを使った情報処理やインターネットな

どの通信と情報機器を組み合わせた通信技術（情報通信技術）を活用して、人々の生活をより良いもの

に変革すること。 

 

道徳心 

人間としての本来的な在り方やよりよい生き方をめざして行われる道徳的行為を可能にする人格的

特性で、人格の基盤をなすもの。 
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同僚性 

同僚が互いに支えあい、成長し、高めあっていく関係をいう。教育の分野では、学校内の教職員同士

の協働関係や援助の重要性を示す概念として使われている。 

 

読書ｅプラン 

本市の子どもたちの読書活動を推進するために作成した計画。市立図書館を含めた連絡会を中心に、

読書を通じて子どもたちの考える力や豊かな感性を育むさまざまな取組を行っている。「e」は everyday、

everyone、everywhere(毎日、だれでも、どこでも)などの略。 

 

特別教育相談 

大阪狭山市教育支援センター「フリースクールみ・ら・い」において、心理学の専門家を招いて定期

的に行っている児童生徒・保護者対象の教育相談のこと。 

 

な行 

認定子育てサポーター  

子育てや保育の経験がある市民、子育て支援に関心がある市民を子育てサポーターとして市が認定し、

市内の公園・地区集会所等で親子が遊べる場を提供し、地域での親子を支える仕組みづくりを担って

いる。 

 

日本赤十字社 

世界 191の国と地域に広がる赤十字・赤新月社のネットワークを生かして活動する民間組織。苦しむ

人を救うために幅広い分野で活動する。 

 

は行 

犯罪の多様化 

従来の犯罪と質的に異なる新しい形態の犯罪が出現し、しかも急増傾向にあること。この種の犯罪が

増加する原因としては、科学技術の著しい進歩、経済社会の仕組みの多様化・複雑化、都市化の著しい

進展、国際化の一層の進展等があるといわれている。 

 

ファミリー・サポート・センター 

会員同士がお互いに助けあう子育ての相互援助の会のこと。会員は依頼会員(子育ての手助けをして

ほしい方)、協力会員(子育ての応援をしたい方)、両方会員(依頼と協力の両方を行いたい方)で構成さ

れている。 

 

ブックスタート事業 

市立保健センターでの 4か月検診時に、市内のおはなしの会ボランティア団体の協力を得て、親子で

絵本に親しんでもらうために、絵本とパンフレット類をプレゼントする事業。 
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ブックスタートフォローアップ 

事業 10 か月の乳幼児を対象に、図書館や子育て支援センター(ぽっぽえん)にて、絵本の読み聞かせ

を行い、4種類の絵本の中から希望のものを 1冊プレゼントする事業。 

 

大阪狭山市教育支援センター「フリースクールみ・ら・い」 

子どもたちのペースを大切にし、「自分の居場所づくり」のサポートとして、平成 8年に開室。不登校

状況の子どもたちの心に寄り添い、子どもたちの興味・関心・意欲にあわせて自主活動や協働活動を通

し社会的自立することをめざしている。 

 

プログラミング教育 

これからの時代に普遍的に求められる「プログラミング的思考」を育むため、児童生徒がプログラミ

ングを体験しながら、コンピュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力を身に付ける

ための学習活動を計画的に実施していくこと。 

 

放課後等デイサービス 

小学校 1年生から高校 3 年生(6歳から 18 歳特例で 20 歳まで)の障がいを持った子どもや発達に特性

を持っている子どもが利用できる福祉サービスのこと。 

 

北条氏関連自治体 

戦国大名北条氏にゆかりのある全国 12市 2町（大阪狭山市、岡山県井原市、静岡県沼津市、三島市、

伊豆市、伊豆の国市、神奈川県横浜市、相模原市、鎌倉市、小田原市、箱根町、東京都八王子市、埼玉

県川越市、寄居町）が連携する北条五代観光推進協議会に参加し魅力の発信と活用をおこなう。 

 

保幼こ小の架け橋プログラム 

子どもに関わる大人が立場の違いを超えて自分事として連携・協働し、架け橋期（５歳児から小学校

１年生の２年間）のカリキュラムの開発等を通じて、一人ひとりの多様性に配慮した上で全ての子ども

に学びや生活の基盤を育むことを目的としている。 

 

ま行 

街のすぐれもの事業 

伝統的な技能や技術、生活の向上などに役立つ知識などを持つ市民が人材登録し、市立公民館が主催

する事業や地域の学習会などの講師として活動することで生涯学習の振興や生活文化・社会福祉の増進

に寄与していただくことを目的としている。 

 

学びの連続性 

幼児教育と小学校・中学校を一体的なものとしてとらえ、めざす資質や能力を明らかにし、そのため

の系統的・連続的なカリキュラムを策定すること。 
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ミキサー食 

咀嚼（噛む）機能や嚥下（飲み込む）機能が弱い、あるいは低下した児童生徒に対し、通常調理され

た学校給食をミキサーを使用し、ペースト状にしたもの。 

 

ミドルリーダー 

学校における中堅教職員。管理職と一般教職員を結び付ける「学校組織の要」として、学校の教育活

動における、各分掌の中心的な役割を担う。 

 

や行 

ユニバーサルデザイン 

すベての人が利用しやすく、暮らしやすいように、ものづくりやまちづくり、環境づくりを行うとい

う考え方。学校におけるユニバーサルデザインは、すべての子どもが学びやすくするため、環境面と学

びの工夫の両面で実現される。特別な支援を要する子どもに配慮した授業づくりをしていくことが、学

級のすベての子どもにとってわかりやすい授業となると考えることができる。 

 

幼児教育アドバイザー 

幼児教育の専門的な知見や豊富な実践経験を有し、域内の幼児教育施設等を巡回、教育内容や指導方

法、環境の改善等について指導を行う専門家のこと。 

 

ら行 

歴史文化基本構想 

地域に存在する文化財を、指定・未指定にかかわらず幅広く捉えて、的確に把握し、文化財をその周

辺環境まで含めて、総合的に保存・活用するための構想であり、地方公共団体が文化財保護行政を進め

るための基本的な構想となるもの。 

 

わ行 

ワークシート 

課題を解決するための手掛かりやヒントを示す資料。 

  



 

 

81 

資
料
編 

 
 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大阪狭山市附属機関設置条例（平成２５年大阪狭山市条例第６号）第３条の規定

に基づき、大阪狭山市教育振興基本計画策定委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営について、

必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員２０人以内をもって組織する。 

（委員） 

第３条 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

（１） 識見を有する者 

（２） 公募市民 

（３） 市内保育所、認定こども園、市立幼稚園、小学校及び中学校の保護者の代表 

（４） 大阪狭山市社会教育委員 

（５） 関係団体代表 

（６） 市内保育所の所長、認定こども園及び市立幼稚園の所長又は園長の代表 

（７） 市立小学校及び中学校の校長の代表 

（８） その他教育委員会が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

２ 委員は、再任を妨げない。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、委員長は、会議の議長となる。ただし、委員の委嘱又は任命後の

最初の会議は、教育委員会が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 各委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（関係者の出席等） 

第７条 委員会は、委員会の会議において必要と認めるときは、委員以外の関係者の出席を求め、その

意見を聞き、又は資料を求めることができる。 

（検討委員会） 

第８条 委員会の所掌事務を遂行するために、委員会に大阪狭山市教育振興基本計画検討委員会（以下

「検討委員会」という。）を置く。 

２ 検討委員会の運営に関する事項は、別に定める。 

（庶務） 

２ 大阪狭山市教育振興基本計画策定委員会設置規則 
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第９条 委員会の庶務は、教育部において処理する。 

（委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が会議に諮って

定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２６日教委規則第１０号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 
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回 開催日 審議内容等 

第１回 

 

令和６年２月１３日 １ 会議の公開・傍聴等について 

２ 第３期大阪狭山市教育振興基本計画 策定方

針検討フロー（案）について 

３ 第２期大阪狭山市教育振興基本計画の振り返

りと課題について 

４ アンケート調査について 

５ その他意見交換 

第２回 ６月１７日 １ 新任委員の紹介 

２ アンケート調査結果の報告について 

３ 次期大阪狭山市教育振興基本計画(令和７～１

１年度)の体系・骨子（案）について 

第３回 ９月１７日 １ 第３期大阪狭山市教育振興基本計画(第１章～

第４章)について 

第４回 １２月２日 １ 大阪狭山市教育振興基本計画（素案）について 

２ 大阪狭山市教育振興基本計画（素案）のパブリ

ックコメントについて 

第５回 令和７年２月１２日 １ 第３期大阪狭山市教育振興基本計画（素案）の

パブリックコメントの結果について 

２ 第３期大阪狭山市教育振興基本計画の答申

（案）について 

  

３ 策定委員会における審議経過 
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（敬称略） 

選出区分 氏名 推薦団体／所属 等 

識見を有する者 ◎今西 幸蔵 高野山大学文学部 

教育学科特任教授 

〇奥薗 みどり 大阪大谷大学教育学部 

教育学科特任教授 

浦嶋 敏之 関西外国語大学 

英語キャリア学部教授 

公募市民 谷尾 益明  

札場 尚美  

山村 歳幸  

市内保育所、認定こども園、市

立幼稚園、小学校及び中学校の

保護者の代表 

上谷 真智子 大阪狭山市立 

幼稚園ＰＴＡ代表 

上田 健太 大阪狭山市立 

小学校ＰＴＡ代表 

福島 塁 大阪狭山市立 

中学校ＰＴＡ代表 

大阪狭山市社会教育委員 菊屋 英一 大阪狭山市 

社会教育委員代表 

関係団体代表 青森 勝野 大阪狭山市文化協会代表 

安藤 瞳 大阪狭山市体育協会代表 

市内保育所の所長、認定こども

園及び市立幼稚園の所長又は

園長の代表 

端山 和美 きらりこども園 園長 

堤 美智代 大阪狭山市立 

東幼稚園 園長 

市立小学校及び中学校の校長

の代表 

酒匂 雅夫 大阪狭山市立 

南第三小学校 校長 

伊知地 豊 大阪狭山市立 

南中学校 校長 

酒谷 由紀子 大阪狭山市立 

狭山中学校 校長 

※◎委員長、○副委員長 

  

４ 大阪狭山市教育振興基本計画策定委員会 委員名簿 
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（趣旨） 

第１条 この要綱は、大阪狭山市教育振興基本計画策定委員会設置規則第８条の規定に基づき、大阪狭

山市教育振興基本計画検討委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営について、必要な事項を定

めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討を行う。 

（１） 教育振興基本計画の原案作成に関すること。 

（２） 教育振興基本計画の原案作成のための市民意識の把握に関すること。 

（３） その他教育振興基本計画の策定に関し必要と認めること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員２５人以内をもって組織する。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は教育部長を、副委員長は委員長が指名する委員

をもって充てる。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

４ 委員は、別表の職をもって充てる。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、任命の日から教育振興基本計画の策定が終了するまでの期間とする。 

（会議） 

第６条 委員会は、必要に応じて委員長が招集する。 

（関係職員等の出席） 

第７条 委員長は、委員会の会議において必要があると認めるときは、関係職員の出席を求めて、その

意見又は説明を聴くことができる。 

（専門部会） 

第８条 委員会の下に教育振興基本計画検討専門部会（以下「部会」という。）を設置することができる。 

２ 部会は、委員長の指示を受けて、教育振興基本計画の原案作成のための具体的施策の研究を行う。 

３ 部会は、委員長が指名する職員をもって組織する。 

４ 部会に部会長を置き、部会に属する職員のうちから委員長が指名する。 

５ 部会長は、部会を招集し、議事を進行するとともに、部会における検討状況を委員会に報告するも

のとする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、教育部において処理する。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年６月２６日教委要綱第１号） 

５ 大阪狭山市教育振興基本計画検討委員会設置要綱 
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この要綱は、公布の日から施行し、平成２６年６月１日から適用する。 

附 則（平成２８年１２月２８日教委要綱第６号） 

この要綱は、公布の日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則（平成２９年３月１５日教委要綱第３号） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則(令和元年 6月 11日教委要綱第 2号) 

この要綱は、令和元年 7月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 3月 5日教委要綱第 2号) 

この要綱は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 2月 29日教委要綱第 1号) 

この要綱は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 6年 4月 30日教委要綱第 4号) 

この要綱は、公布の日から施行する。 

別表（第４条関係） 

教育監 

こども政策部長 

こども家庭支援担当部長 

政策推進部企画・情報政策グループ課長 

教育部教育政策グループ課長 

教育部教育指導グループ課長 

教育部生涯学習グループ課長 

こども政策部こども家庭支援グループ課長 

こども政策部こども育成グループ課長 

その他委員長が必要と認める者 

 

 

 
 

回 開催日 審議内容等 

第１回 

 

令和６年５月２１日 １ 副委員長の選出 

２ 今後のスケジュールについて 

３ アンケート調査結果報告書（案）について 

４ 次期大阪狭山市教育振興基本計画(令和７～ 

１１年度)の体系・骨子（案）について 

第２回 １１月１４日 １ 第３期大阪狭山市教育振興基本計画(第１章～

第４章)について 

 

６ 検討委員会における審議経過 
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